


 

 

序     文 

 

日本国政府は、ザンビア国政府の要請に基づき、同国向けの貧困農民支援に係る調査を行うことを

決定し、独立行政法人国際協力機構がこの調査を実施しました。 

当機構は、平成 17 年 9 月に調査団を現地に派遣しました。 

調査団は、ザンビア国政府関係者と協議を行うとともに、現地調査を実施し、帰国後の国内作業を

経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つことを願

うものです。 

終りに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

 

平成 17 年 12 月 

 

                           独立行政法人 国際協力機構  

無償資金協力部 部長 中川 和夫      



  

                             
1小規模農民の農業資材へのアクセスの改善のため、トウモロコシ栽培に必要な改良種子と肥料をパッケージとして小規模農民に販売するとい

う農業・協同組合省管轄のプロジェクト。販売価格の 50%を政府の補助金を充てることとしている 

  

  

  

写真-1＜ザンビア窒素化学公社（NCZ）＞ 

日本の円借款で整備された肥料生産工場。現在Dコ

ンパウンドを中心に生産し、FSP1(肥料支援プロジェ

クト)に供給している。 

 

写真-2＜ザンビア窒素社（NCZ)＞ 

生産された肥料は機械で袋詰され、その中からサン

プルが抽出され、重量や品質がチェックされる。 

 

写真-3＜種子販売店(Kapiri Mposi)＞ 

トウモロコシの種子を中心に、各種穀物種子及び農

機具を販売している。 

 

写真-4＜種子販売店(Kapiri Mposi)＞ 

用途別、地域別に適応したトウモロコシの品種が十

数種類ほど販売されている。 

 

写真-5＜農業資機材販売店（Chibombo）＞ 

畜耕に使用する機械(写真店頭)や肥料、農薬などを

扱っている。 

 

写真-6＜農業資機材販売店（Chibombo）＞ 

扱っている肥料は全て外国製である。50kg袋が最大

で、農民のニーズ合わせ、10㎏、5㎏袋に小分けし

て販売している。 

 



  

  

  

写真-7＜中央倉庫（Chibombo地区)＞ 

各地区（District)のFSPの肥料を保管するため、食

糧備蓄公社（FRA)や種子会社の倉庫を借り上げて

いる場合が多い。 

 

写真-8＜末端倉庫（Kapiri Mposi地区Fubera村）＞ 

末端倉庫は農村部各所に設置されている。この倉庫

は、市街地から20kmほどの未舗装道路を行った奥地

に設置されていた。 

 

写真-9＜尿素(中国製)＞ 

調達される尿素の殆どは、南アフリカ、サウジアラビ

ア、中国など外国から輸入されている。 

写真-10＜Dコンパウンド＞ 

FSPで農民に配布されるDコンパウンドのうち、半数

はNCZで製造、供給される。 

 

写真-11＜FSP肥料調達に必要な書類＞ 

FSPの肥料と種子を入手するには、①協同組合又

は農民組合の購買予定者リスト、②銀行発行の支

払い証書、③農業・協同組合省発行の農業資材受

領許可証が必要である。 

 

写真-12＜営農指導ポスター＞ 

州及び地区の農業調整事務所には、改良種子の情

報や、施肥方法など、農業に関する様々な情報が掲

示されている。 

 



 

 

 

 

 

  

  

  

写真-13＜トウモロコシ栽培圃場＞ 

トウモロコシ作付け前の圃場。通常トウモロコシの天

水栽培は雨期の開始（11月頃）に播種を始め、4～5

月に収穫する。 

 

写真-14＜トウモロコシ栽培圃場＞ 

井戸水の豊富な低地や川沿いでは、灌漑による栽

培を行うことも可能である。 

 

写真-15＜「ザ」国の主食＞ 

「シマ」と呼ばれる、トウモロコシ粉を湯と合わせて練

ったもの（写真左）と共に野菜や肉などを煮込んだス

ープを食すのが一般的である。 

 

写真-16＜野菜圃場（タマネギ）＞ 

乾期は自家消費用と換金用に野菜栽培をする農家

が多い。 

 

写真-17＜農民組合（Chongwe地区Mulalika村）＞ 

市街地から30kmほど奥地にある、Mulalika村の農民

組合。会員105名の内50名ほどが女性である。 

 

写真-18＜農村の様子（Chongwe地区Mulalika村）＞

農村部では、藁葺き屋根で土壁の家が一般的であ

る。家々は密集せず、畑をはさんで点在している。 
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第１章 調査の概要 
 

1－1 背景と目的 

(1) 背景 

日本国政府は、1967 年のガット・ケネディラウンド（KR）関税一括引き下げ交渉の一環として成

立した国際穀物協定の構成文書の一つである食糧援助規約1に基づき、1968 年度から食糧援助（以下、

「KR」という）を開始した。 

一方、1971 年の食糧援助規約改訂の際に、日本国政府は「米又は受益国が要請する場合には農業

物資で援助を供与することにより、義務を履行する権利を有する」旨の留保を付した。これ以降、日

本国政府は KR の枠組みにおいて、米や麦などの食糧に加え、食糧増産に必要となる農業資機材につ

いても被援助国政府がそれらを調達するための資金供与を開始した。 

1977 年度には、農業資機材の調達資金の供与を行う予算を KR から切り離し、「食糧増産援助（Grant 

Aid for the Increase of Food Production）（以下、後述の貧困農民支援と共に「2KR」とする）」と

して新設した。 

以来、日本国政府は、「開発途上国の食糧不足問題の緩和には、食糧増産に向けた自助努力を支援

することが重要である」との観点から、毎年度 200～300 億円の予算規模で 40～50 カ国に対し 2KR

を実施してきた。 

一方、外務省は、平成 14 年 7 月の外務省「変える会」の最終報告書における「食糧増産援助（2KR）

の被援助国における実態について、NGO など国民や国際機関から評価を受けて情報を公開するととも

に、廃止を前提に見直す」との提言を受け、同年 8 月の外務省改革「行動計画」において、「2KR に

ついては廃止も念頭に抜本的に見直す」ことを発表した。 

外務省は、2KR の見直しにあたり国際協力事業団（現独立行政法人国際協力機構、以下「JICA」と

いう）に対し、2KR という援助形態のあり方を検討するために調査団の派遣（2002 年 11 月～12 月）

を指示し、同調査団による「2KR 実施計画手法にかかる基礎研究」の結果も踏まえ、同年 12 月に以

下を骨子とする「見直し」を発表した。 

 

① 農薬は原則として供与しないこと 

② ニーズや実施体制につきより詳細な事前調査を行い、モニタリング、評価体制を確認した上で、

その供与の是非を慎重に検討すること 

③ 上記の結果、平成 15 年度の 2KR 予算は、対 14 年度比で 60%削減すること 

④ 今後も引き続き、国際機関との協議や実施状況のモニタリングの強化を通じて、2KR のあり方

につき適宜見直しを行うこと 

 

上記方針をふまえ外務省は、平成 15 年度の 2KR 実施に際して、2KR の要望調査対象国約 60 カ国の

中から、2KR 予算額、我が国との二国間関係、過去の実施状況等を総合的に勘案した上で供与対象候

補国を選定し、JICA に調査の実施を指示することとした。 

また、以下の三点を 2KR の供与に必要な新たな条件として設定した。 

① 見返り資金の公正な管理・運用のための第三者機関による外部監査の義務付けと見返り資金の

小農支援事業、貧困対策事業への優先的な使用 

                                                        
1現行の食糧援助規約は 1999 年に改定され、日本、アメリカ、カナダなど７カ国、および EU（欧州共同体）とその加

盟国が加盟しており、日本の年間の最小拠出義務量は小麦換算で 30 万トンとなっている。 
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② モニタリング及び評価の充実のための被援助国側と日本側関係者の四半期に一度の意見交換

会の制度化 

③ 現地ステークホルダー（農民、農業関連事業者、NGO 等）の 2KR への参加機会の確保 

 

平成 17 年度については、供与対象候補国として 18 カ国が選定され、その全てに調査団が派遣され

た。調査においては、ニーズ、実施体制、要請の具体的内容及び根拠、ソフトコンポーネント協力の

必要性、技術協力との連携可能性等について従来以上に詳細な情報収集、分析を行うとともに、国際

機関、NGO、資機材取扱業者等の広範な関係者から２KR に対する意見を聴取することとし、要請内

容の必要性及び妥当性にかかる検討を行った。 

なお、日本政府は、世界における飢えの解消に積極的な貢献を行う立場から、食糧の自給に向け

た開発途上国の自助努力をこれまで以上に効果的に支援して行くこととし、これまでの経緯と検討を

踏まえ、平成１７年度より、食糧増産援助を「貧困農民支援（Grant Assistance for Underprivileded 
Farmers）」に名称変更し、裨益対象を貧困農民、小農とすることを一層明確化することを通じ、その

上で、食糧生産の向上に向けて支援していくこととした。 
 

(2) 目的 

本調査は、ザンビア共和国（以下、「ザ」国とする）について、平成 17 年度の貧困農民支援（2KR）

供与の可否の検討に必要な情報・資料を収集し、要請内容の妥当性を検討することを目的として実施

した。 

 

1-2 体制と手法 

(1) 調査実施手法 

本調査は、国内における事前準備作業、現地調査、帰国後の取りまとめから構成される。 

現地調査においては、時間的、物理的な制約の中で可能な限り「ザ」国政府関係者、農家、国際

機関、NGO、資機材配布機関／業者等との協議、サイト調査、資料収集を行い、「ザ」国における 2KR

のニーズ及び実施体制を確認するとともに、2KR に対する関係者の評価を聴取した。帰国後の取りま

とめにおいては、現地調査の結果を分析し、要請資機材計画の妥当性の検討を行った。 

 

 
(2) 調査団構成 

総括 高田 浩幸  独立行政法人国際協力機構 筑波国際センター 
業務第二チーム 主査 

実施計画 廣田 富士雄 財団法人 日本国際協力システム 業務部 
貧困農民支援 小川 京子 財団法人 日本国際協力システム 業務部 
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(3) 調査日程 

No. 日付 曜日

高田団長（JICA) 廣田団員、小川団員（JICS)

1 9/24 土
11:30 成田 (SQ 997)
→17:30 シンガポール

2 9/25 日

02:15 シンガポール (SQ 478)
→ 07:00 ヨハネスブルグ

10:20 ヨハネスブルグ (SA 062)
→ 12:20 ルサカ

3 9/26 月

4 9/27 火

5 9/28 水

6 9/29 木

7 9/30 金

8 10/1 土
16:30 成田 (SQ 5901)
→22:20 シンガポール

9 10/2 日

02:15 シンガポール (SQ 478)
→ 07:00 ヨハネスブルグ

10:20 ヨハネスブルグ (SA 062)
→ 12:20 ルサカ

10 10/3 月

11 10/4 火

12 10/5 水

13 10/6 木

14 10/7 金
13:20 ルサカ (QM 181)
→18:35 リロングェ

17:00 ルサカ (SA067)
→19:05 ヨハネスブルグ

15 10/8 土 リロングェ 14:40 ヨハネスブルグ (SQ479)

16 10/9 日 リロングェ
→07:05 シンガポール
09:45 シンガポール(SQ012)
→17:35 成田

09:30 USAID訪問

14:00 Prgram Agaist Malnutrification訪問

15:30 MOFNP/MACO関係者打合せ

18:30 食糧安全保障調査プロジェクト関係者聞き取り

旅程

08:00 ザンビアJICA事務所表敬訪問

11:00 農業・協同組合省（MACO)表敬訪問

14:30 経済・国家計画省（MOFNP)表敬訪問

08:00 MOFNP関係者打合せ

09:00 MACO関係者打合せ

14:30 MOFNP関係者打合せ

16:00 在ザンビア日本大使館表敬訪問

調査スケジュール

09:00 中央州　Chibombo地区現地調査 (農業調整員
事務所、地方倉庫、農業組合責任者、農民等からの聞
き取り調査)

09:00 ミニッツ署名

14:00 CLUSA（NGO)訪問

08:30 ザンビアJICA事務所報告

10:00 在ザンビア日本大使館報告

08:30 Kafueへ出発

10:00-12:00 Nitrogen Chemicals Zambia（NCZ)訪問

15:00　ミニッツ協議、各省打合せ

09:00 MACO/MOFNP打合せ

14:30 世界銀行訪問

14:30 FRA(食糧保障公社）訪問

16:00 MOFNP打合せ

09:00 FAO訪問

10:30 ミニッツ協議

14:00 Omnia社訪問

15:30 Zambian Fertilize社訪問

情報収集/団内打ち合わせ

08:00 中央州農業調整員事務所表敬訪問

10:00 Kapiri　Mposi地区現地調査  (農業調整員事務

所、地方倉庫、農業組合責任者、農民等より聞き取り)
15:00 中央州Finance Bank（FSP肥料販売代金振込み
銀行）訪問

09:00  ルサカ州農業調整員事務所表敬訪問

10:00  Chongwe地区農業調整員事務訪問、地方倉

庫、Mulalika村訪問、現地調査（地方倉庫、農業組合
責任者、農民等より聞き取り）
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(4) 面談者リスト 

 

1) 在ザンビア日本国大使館 

宮下 正明 特命全権大使 

古賀 達朗 一等書記官（経済協力班） 

財津 知亨 一等書記官（経済協力班） 

片山 銘人 二等書記官 

 

2) JICA 関係者 

乾 英二 ザンビア事務所長 

前田 憲次 ザンビア事務所員 

鶴崎 恒雄 経済技術協力アドバイザー 

久津名 博之 農水畜産開発アドバイザー 

鈴木 篤 農業普及アドバイザー 

  

3）Ministry of Agriculture and Cooperatives（農業・協同組合省） 

Dr P.G.Sinyangwe Acting Permanent Secretary/Director, Department of 

Veterinary and Livestock Development 

 （事務次官代理/獣医・家畜課 課長） 

Mr Green Mbozi Chief, Marketing Development Officer 

 （マーケティング開発オフィサー長） 

 

   ＜Fertilizer Support Programme（FSP）＞（肥料支援プログラム） 

Mr. Mubanga Mushimba Principal Economist National Coodinator 

 （国家調整主任エコノミスト） 

Mr. Anthony Belemu Principal Planner Operations Officer  

 （計画実施主任オフィサー） 

Ms. Charllotte Muntenga Monitering and Evaluation Officer 

 （モニタリング・評価オフィサー） 

 

＜Provincial Agricultural Coordinator（PACO）'s Office Central Province＞ 

(中央州農業コーディネーター事務所) 

Dr. Mattew N. Kabeta Acting Provincial Agricultural Coordinators 

 （地方農業コーディネーター代理） 

Mr. Patrick Longwani Senior economist and Development Coodinator 

 （シニアエコノミスト・開発コーディネーター） 

 

   ＜District Agricultural Coordinator（DACO）'s Office Chibombo District＞ 

(チボンボ地区農業コーディネーター事務所) 
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Dr. Elaoto Zwm  Director of Agricultural Coordinator’s Office 

 (農業調整員事務所 所長) 

Mr. Issac Chilinda  Marketing officer 

 (マーケティングオフィサー) 

Mr. kedrick Sinyangwe  Agriculture Information Officer 

 （農業情報オフィサー） 

Ms. Hilda Nakanwa  Cooperative Inspector 

 （協同組合監査員） 

Ms. Hilda Chibunga  Depot Supervisor 

（倉庫管理主事） 

 

       <District Agricultural Coordinator（DACO）'s Office Kapiri Mposi District> 

（チボンボ地区農業調整員事務所) 

Mr. George Kiwenyr District Agricultural Coordinator 

 （地区農業調整員） 

Mr. Edward Chisanga  District Marketing and Cooperatives Officer 

 （地区マーケティング・協同組合オフィサー） 

 

       < Provincial Agricultural Coordinator（PACO）'s Office Lusaka Province> 

    （ルサカ州農業調整員事務所） 

Ms. Dora Mutakwa Phiri    Provincial Agricultural Co-ordinator 

     （州農業調整員） 

Mr. Dereck Chimanga    Senior Economist 

     （シニアエコノミスト） 

 

       < District Agricultural Coordinator（DACO）'s Office Chongwe District> 

 (チョングェ地区農業調整員事務所) 

 

Mr. Patrick Chiyaneka District Agricultural Coordinator 

      （地区農業調整員) 

Mr. John Fungu     Senior Agricultural officer 

     （シニア農業オフィサー） 

Mr. Boyd K. Phiri    District Marketing and Cooperative Officer 

     （地区マーケティング・協同組合オフィサー） 

 

4）Ministry of Finance and National Planning（財務・国家計画省） 

Mr. David Ndopu Acting Director, Economic & Technical Cooperation 

Department（経済・技術協力課、課長代理） 

Mr Doctor Sialume Senior Accountant, Economic & Technical Cooperation 

Department（経済・技術協力課、シニア主計官） 
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Ms C.V. Kazembe  Principal Economist, Economic & Technical Cooperation 

Department（経済・技術協力課、主任エコノミスト） 

Mr Michel L. Namangolwa  Senior Economist, Economic & Technical Cooperation 

Department（経済・技術協力課、シニアエコノミスト） 

 

5）U.S. Agent for International Development Mission (USAID) 

Mr. Dann Griffiths Team Leader, Economic Growth Team 

 (経済開発チーム、チームリーダー) 

Mr. Jan Nijhoff Senior Agriculture and Trade Specialist, Economic Growth 

Team 

 (経済開発チーム、農業・貿易シニア専門家) 

 

6）Programme Against Malnutrition：PAM（栄養不足対策プログラム） 

Mr Paul C. Kapotwe Food Security & Entrepreneurship Manager 

 （食糧安全保障＆企業活動マネージャー） 

Mr Robaldo Msony  Project Coordinator 

 （プロジェクト調整員） 

 

7）Food Security Research Project（食糧安全保障調査プロジェクト） 

Dr. Jones Govereh Research Fellow 

 （特別調査研究員) 

 

8）Food and Agriculture Organization ：FAO（国連食糧農業機関） 

Mr. Lewis Bangwe Assistant FAO Representative-Programme 

 （プログラム長アシスタント） 

 

9）Omnia(オムニア社) 

Mr. Vincent Mkuyamba General Manager 

（ジェネラルマネージャー） 

Mr. Kobus Smith Marketing Director 

 （マーケティング長） 

 

10）Zambian Fertilizer(ザンビア肥料社) 

Mr. Chris Beckett Managing Director  

 （マネージング長） 

 

11）Nitrogen Chemicals Zambia:NCZ(ザンビア窒素社) 

Mr. Maybin M. Mwinge  C.E.O 

 （社長） 

Mr. Reuben Mulenge  General Manager 
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 （ジェネラルマネージャー） 

Ms. Veronica Brawn  Chief Finance Officer 

      （財務課長） 

 

12) World Bank（世界銀行） 

Mr. Alex Mwanakasale  Agricultural Specialist 

 (農業専門家) 

 

13) Food Reserve Agency：FRA（食糧備蓄公社） 

Mr. Isaac Mumba Property Manager  

 （資産管理者） 

Mr. Lazarous M. Mawele  Acting Food Reserve & Marketing manager 

      （食糧備蓄・マーケティングマネージャー） 

 

14) Cooperative league of United States of America：CLUSA(アメリカ合衆国協同組合連盟) 

Mr. Richard Mumba  Monitoring & Evaluation Manager 

 （モニタリング評価マネージャー） 

 

15) Finance Bank Kabwe Branch（ファイナンス銀行 カブエ支店） 

Mr. Bisalom Tembo Manager 

      (支店長) 

 

16) Farmers Coorperatives(農民組合) 

<Chibombo District> チボンボ地区 

Mr. Paul G. Chiyassa Chairman of Shabamba Cooperative 

 （シャバンバ組合長） 

 

<Kapiri Mposi District> カピリ・ムポシ地区 

Mr. Timothy Maoma Chairman of Funera Multipurpose Cooperative 

      （フネラ多目的組合長） 

 

<Chongwe District> チョングェ地区 

Mr. Francis Chinyika Chairman of Chitumba Multipurpose Cooperative 

 （チトゥンバ多目的組合長） 

Mr. Fabiano Lupenga Vice-Chairman of Chitumba Multipurpose Cooperative 

    （チトゥンバ多目的組合長補佐） 
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(単位：ZK billion)
1999年 2000年 2001年 2002年

a 2003年
a

農林水産業 423.3 429.9 418.9 411.7 432.5

GDPに占める割合（％） 17.5 17.2 16.0 15.2 15.3
鉱業・採掘業 160.3 160.4 182.9 212.9 220

製造業 254.2 263.3 274.4 289.4 307.6

電気・ガス・水道 72.1 72.9 82.1 77.8 78.3

建設業 116 123.6 137.8 161.8 184.2

大小卸売・貿易 446.2 456.6 481.7 505.4 530

サービス業 43 48.2 60 62.8 66.7

運送・運輸業 154 157.7 162.1 165.1 173.5

商業・保険業 206.7 205.4 205.6 212.7 220

不動産・ビジネスサービス
業

203.7 238.2 246.6 257.4 267.6

社会・個人サービス業 193.7 192.8 203.9 207.3 212.2

GDPb 2,413.30 2,499.60 2,622.50 2,707.90 2,824.60

注）a 暫定値 　b  財務仲介機関による測定と税金の調整後の金額　

第 2 章 当該国における農業セクターの概況 
 

2-1 農業セクターの現状と課題 

(1) 農業生産概要 

ザンビア共和国(以下、｢ザ｣国)における農業の GDP に占める割合は過去 5 年で 17.5％から

15.3％で、減少傾向にあるものの、労働人口の約 60%、農村部人口の約 90％が従事しており、鉱

業に続く重要な産業であることには変わりはない。また、現在「ザ」国では非農業部門が発達し

ていないこと、都市人口比率が高いことから、農業は自家消費用1及び都市消費者向けの食糧生産、

農産物輸出による外貨獲得、さらに雇用機会の創出という点で重要な部門である。 

 

表 2-1 産業セクター別 GDP に占める割合の推移 

(出典：CSO/南部アフリカ開発コミュニティ) 

 

｢ザ｣国では、トウモロコシ、キャッサバ、ソルガム、ミレット、サツマイモ、マメ類などの作

物が自家消費用及び換金用として栽培されている。特にトウモロコシは、総耕地面積の 87％(75

万 ha)、キャッサバを除く主要作物の総農業生産量の 85％(116 万トン)を占めている。 

しかしながら、トウモロコシ栽培の多くは天水依存によって行われているため、天候の影響を

受けやすく、その生産量は不安定である。過去 10 年の平均生産量は約 95 万トンであるが、表 2-2

に示すように、その生産は 60 万トンから 120 万トンの範囲で大きく増減している。一方、キャッ

サバについては、少ない降雨でかつ粗放農業で育つため、生産は比較的安定している。 

 

                                                   
1 食糧自給率は、穀物で 44.2%、野菜、食肉はほぼ 100%である。 
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表 2-2 主な作物の生産量とその推移 

(出所：農業・協同組合省) 

 

近年では前述の作物に加えて、ワタ、タバコ、サトウキビ、野菜及び花卉などの換金作物の栽

培も盛んに行われるようになり、年変動はあるものの、過去 5 年は輸出品目としての割合も増加

している(表 2-3)。  

また、最近ではコーヒーや蜂蜜の需要も高まり、輸出農産物としての地位を確立しつつある。 

このような状況のもと、「ザ」国政府は、2004 年に策定された国家農業開発計画においても、

農産物輸出量の増加による GDP への貢献を目標として掲げている。 

 

表 2-3 主要輸出品目と輸出額に占める割合の推移 

 (出典：中央統計局（CSO）) 

(2) 農業環境 

「ザ」国の農業生産は不安定で、毎年食糧不足ではあるが、以下に示す通り自然環境の面では

農業生産上のポテンシャルは高いと言われている。 

① 耕地面積：総土地面積約 7,500 万 ha のうち、4,000 万 ha（総面積の 50％）が耕作適地だが、

現在はそのうち約 530 万 ha（総面積の 7%）ほどしか使用されていない(表 2-4)。 

② 気候：高原サバンナ気候（標高 1,000～1,350ｍ）であるため、気温の日較差が大きく、一

般的に作物の生育に適す。11～4 月の雨期は穀物栽培に適し、5～8 月冷涼乾期は、灌漑施設

さえ整えば、野菜や花卉栽培に適する。 

③ 水資源：ザンベジ川、ザイール川、ルアプラ川、ルアンガ川が流れ込んでいるため、地下水

資源が豊富であり、南部アフリカの地下水量の 1/3 を保有するといわれている。また、年間

降水量は北部で 1,000mm 以上、中央部で 1,000mm 前後、南部では 600～800mm 程度であり、

穀物の天水栽培が可能である。 

（単位：トン）
作物 2000/01年 2001/02年 2002/03年 2003/04年*

トウモロコシ 801,889 601,606 1,207,202 1,213,600
ソルガム 30,245 16,801 20,300 24,467
ミレット 46,875 37,615 35,331 39,784
米 12,387 11,645 10,743 11,699
コムギ 69,226 74,527 135,968 82,858
キャッサバ 815,246 850,627 981,757 950,000
ラッカセイ 51,000 41,421 82,549 69,696
マメ類 11,860 16,619 24,097 18,161
綿実 49,485 47,394 47,326 114.307.3
注）* 暫定値

(単位：％）

品目 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年

銅(精製済み） 51.03 49.4 49.24 40.35 45.26
コバルト 19.1 16.98 13.9 13.66 17.28
ワタ 3.84 4.13 4.06 4.79 10.45
貴鉱石 1.99 3.43 4.9 7.72 1.67
砂糖 2.66 3.76 3.4 3.19 2.59
タバコ 0.99 1.17 1.72 2.06 3.82
切り花 0.35 0.5 0.35 0.78 0.5
セメント 1.17 0.68 0.51 0.61 0.46



 10

農家区分 世帯/農家数 耕地面積 耕作/農業形態
栽培作物と消費

方法
所在 主な問題

小規模農家 約800,000世帯
5ha以下(主耕作地
または天水栽培耕
地は2ha以下）

鍬による手耕、最低
限の農業投入財、
家族経営

主要穀物栽培、自
家消費用

国全体
遠隔地、季節労働
問題、農業投入、販
売先の欠如

商業農家
（中規模農家）

約50,000世帯 5～20ha

役畜、改良種子、肥
料を使用するが、灌
漑は稀、ほぼ家族
経営

自家消費用の主要
穀物作物と換金作
物を栽培、主として
市場へ販売

中央州、ルサカ、南
部州及び東部州と
西部州の一部

季節労働問題、クレ
ジット不足、市場情
報が少ないこと

大規模商業農家 約700農家 50～150ha

トラクター、改良種
子、肥料、幾つか灌
漑地あり、労力を雇
用

トウモロコシと換金
作物栽培

幹線道路沿い（中
央州、ルサカ、南部
州）

クレジットコストが高
価、負債

大規模協同組合 約10組合 1000ha以上
最新機器を使用、
灌漑地あり、労力を
雇用

トウモロコシと換金
作物栽培、農産物
加工

幹線道路沿い（中
央州、ルサカ、南部
州）

環境配慮の欠如

④ 土壌：南部から北部にかけて 3 種の農業生態地域2に分かれ、適地適作により農業の多様化

が望める。北西部の銅鉱脈地帯を除けば概ね栽培に適す。 

 

しかしながら、伝統的及び慣習的な土地所有問題や、均平な土地における地下水の灌漑利用の

必要性、土壌肥沃度の維持、改善など、このポテンシャルを有効活用するには解決すべき課題が

多い。 

 

表 2-4 土地利用の状況(2002 年) 

(単位1,000ha)
総面積 75,261
総土地面積 74,339
耕作可能面積 40,478
              (耕作面積＋永年作物面積 5289)
　　　　　　　(灌漑地面積 46)
牧草地 30000
非農耕地 69,050  

        (出典：FAOSTAT) 

 

(3) 農家形態と土地所有 

「ザ」国政府は、経営規模の違いによって農業形態を表 2-5 のとおり区分しているのが大きな

特徴となっている 

 

表 2-5 農家形態とその特徴 

 (出所：世界銀行年間レポート（2003）及び農業・協同組合省からの聞き取り) 

 

                                                   
2 農業生態地域分類 

第 1地帯：年間降水量 800 ㎜以下の南部で東西に細く伸びる地帯で、土地面積の 12%を占める。谷沿いは壌土～粘

質土、斜面は粗～細粒壌土で表土は浅く、弱アルカリ性である。綿、ごま、ソルガム、ミレットの栽培が適す。 

第 2地帯：国土の中央部分を占め、年間降水量 800～1000mm の地帯で国土の 42%を占める。この地帯はさらに、粘

性の強く、肥沃な土地と砂質土壌の土地と二分される。前者はトウモロコシのほか、小麦、タバコ、園芸作物な

どの栽培が盛んで、後者は米、キャッサバのほか、畜産が多く営まれている。 

第 3地帯：北部に位置し、年間降水量が 1000～1500mm の地帯で、銅鉱脈地帯を除けば湿潤で酸性土壌が多い。豆

類や落花生、コーヒー、サトウキビなどの輸出用作物の栽培が可能である。 
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土地所有については、1995 年に土地法が改正され、個人が土地権利証を取得できるようになっ

た。これは経済の自由化と民営化に連動させ、個人による土地権利の確定によって土地が投資や

融資の対象として扱えることを狙ったものであった。しかしながら現在でも、植民地時代より伝

統的首長が慣習法に従って管理していた背景は無視できず、個人が土地権利証を取得する際には、

首長や村長の許可が必要である。 

 

2-2 貧困農民、小規模農民の現状と課題 

2000 年ザンビア人口世帯センサスによると、月当たり収入が ZK47,188（約 10US＄）を貧困層、

ZK32,861（約 7US＄）を極貧困層としている。UNDP の報告によると「ザ」国における全人口に対

する貧困層の割合は、1998 年では約 75％、2002 年で 65％3と減少しているものの、未だ多くの住

民が貧困状態にあり、その大多数が農村部に住む小規模農家とされている。 

しかしながら、2003 年のトウモロコシ総生産量のうち、大規模農家の生産分は、通年灌漑によ

る生産を含めても約 37％で、60％以上は小規模農家により生産されていることから、小規模農家

のトウモロコシ生産が国全体の生産量を占める割合は大きい。このようには小規模農家は「ザ」

国の食糧生産を担っているが、都市部との経済格差は明確であり、地域別でみると、ルサカ、ン

ドラ等の大都市を擁さぬ西部州、北部州、ルアプラ州に貧困層が多く分布している(表 2-6)。 

 

表 2-6 地域別貧困割合 

(単位：％）
地区 貧困層 極貧困層

中央 77 63
コッパーベルト 65 47
東部 80 66
ルアプラ 81 69
ルサカ 52 34
北部 81 67
北西部 76 63
南部 76 60
西部 89 78

農村部 83 70
都市部 56 36
全国平均 75.2 60.8  

(出典：CSO ザンビアの生活条件(1998)) 

 

小規模農家の貧困の原因は、①不安定な天水依存の単一作物栽培による食糧確保の不安定さ、

②食糧及び栄養不足に起因する疾患、③都市から離れたところに住むため、社会的、物理的に孤

立しており、物資や情報、公共サービスなどへのアクセスが困難であること、などが挙げられる。 

食糧確保については、毎年農繁期である 11 月から 2月に前年度分のストックが底を突くと言わ

れており、安定的な供給が困難な状況にある。2005 年 5 月から 2006 年 4 月分の 1 年分の需給予

測（表 2-7）によると、2004 年の豊作による 80 万トン以上のストックがあったにも関わらず、イ

モ類も加えた主食作物の供給量は 149 万トンに対し、需要量は約 176 万トンであり、約 27 万トン

が不足する見通しである。不足分は WFP などの国際機関や、NGO による食糧援助に頼る部分もあ

                                                   
3 Zambia Human Development Report 2003 
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るが、需要を満たすことはない。聞き取りによると、食糧が尽きたときは、１日１食もままなら

ず、畑に生えている雑草やイモ類などを食べるという農民もいるとのことであった。 

 

 

表 2-7 主要作物の需給バランス予測(2005 年 5 月/2006 年 4 月)4 

（単位：1,000トン)
米 ソルガム

(製粉後) ミレット

総供給量（A) 1 010 9 58 102 288 23 1 490
在庫 190 1 2 193
収穫量(前年） 820 8 58 100 288 23 1 297

総需要量（B) 1 207 34 58 149 288 23 1 759
食用 997 33 66 144 199 55 1 496
種子用 11.3 0.6 0.9 1.5 14
ロス、その他用途 133 0.4 2.9 3 139
輸出 10 10
期末在庫 100 100
代替食糧 -45 -12 89 -32 0
要望輸入量（C=BｰA) 197 25 0 47 0 0 269
商用輸入（D) 150 25 47 222
収支(C-D) 47 0 0 0 0 0 47

合計キャッサバ サツマイモトウモロコシ コムギ

 
(出典：FAO(FAO/WFP ザンビア国穀物と食糧供給アセスメントミッション 2005)) 

 

また、2003 年も豊作で、国全体の需給バランスはプラスであったが、地域によっては、収穫期

が過ぎた 8 月にさえ 34％もの農家の食糧が底をついたとの報告5もあり、「ザ」国における食糧安

全保障の確保は喫緊の課題である。 

加えて、ほぼ全ての小規模農家が居住する農村部では、栄養不足だけではなく、情報へのアク

セス、特に教育を受ける機会が少ないことから、HIV/AIDS の蔓延も農業セクターの発展上無視で

きない状況にある。特に「ザ」国では経済活動の中心となる 15～49 歳の 16％ が HIV/AIDS に罹

患していると言われ6、小規模農家の重要な労働力を奪い、農業生産量が上がらない大きな原因と

なっている。 

 農村部での物資や情報、公共サービスなどへのアクセスが困難なことについては、数十年前か

ら問題視され、「ザ」国政府でも対策を講じてはいるものの、未だ改善には至っていない。特に雨

期に道路事情が極端に悪くなるため、農業に必要な資機材の調達が不可能なだけではなく、生産

しても販売できず、他方、飢餓のときは援助物資も届かないなど、全ての流通が断絶してしまう

ことから小規模農家の生活は厳しい。 

 

2-3 上位計画 

「ザ」国政府は、農業を貧困の軽減と持続的な経済発展を担うものとして開発重点セクターと

して位置付け、農業振興に力を注ぐこととしている。この中心となる政策は、ザンビア貧困削減

戦略ペーパー（Poverty Reduction Strategy Paper in Zambia：PRSP、以下「PRSP」とする）と

                                                   
4 需要量は一人当たり 1 日に必要なカロリー2,100kcal として計算 
5 Food, security and Nutrition Information System-FHANIS (CSO) 
6 Zambia 2000 Census of Population and Housing, Agriculture Analytical Report p.4 
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国家農業開発計画である。また、現在 5ヵ年計画の国家開発計画(2006-2011)を策定中であり、こ

の中でも農業分野の重要度は高く設定される予定である。 

 

(1) ザンビア貧困削減戦略ペーパー（2002-2004 年） 

経済的かつ社会的な開発に加え、インフラ整備など網羅的な開発計画となっているが、農業は

最優先分野として位置付けられている。特に農村部での開発のために、以下の 5 項目を目標とし

て挙げている。 

① 大規模農場・農産加工業・観光業における、定期的、不定期的な雇用の創出（加工業や

食料小売企業における小規模農民の契約雇用など） 

② 小規模農家の自立促進 

③ 農村部や都市部で得られる収益を活用した農業、漁業、建築業などの小規模ビジネスの

創出 

④ 自家消費用作物栽培の発展による食糧安全保障 

⑤ 教育・保健、衛生・道路インフラの社会開発の導入 

 

これらを達成するため、以下の具体的活動指針が立てられた。 

① 財政・投資環境の改善 

② マーケティング・交易・農業ビジネス環境の改善 

③ 土地・インフラ開発の改善 

④ 技術開発・普及の改善 

⑤ 食糧支援のための重点的支援システムの構築 

なお、これらの活動は小規模農民向けと大規模商業農家向けのものと分けて行うこととされてい

る。 

 

(2) 国家農業開発計画（2004-2015 年） 
「ザ」国は気候的、地質的条件から農業ポテンシャルが高く、適切な技術の開発・普及、基盤

整備、タイムリーな政策の実施と投資によって、より大きな農業開発が可能であることから、農

業・協同組合省は 2004 年 11 月に 2015 年をターゲットとした「国家農業開発政策」を策定、公

表している。同政策の内容は以下の通りである。 
 

1) 展望 

① 収量増加及びポストハーベスト処理技術の改善による国民の食糧安全保障の達成。 

② 小規模及び大規模農家における商業的農業の展開や、小規模農家の契約農家或は商業農業へ

の導入のための仕組みの創設。 

③ 地方都市の利益を考慮した競争力のある効率的農業の推進。 

④ アグリビジネスの発展に寄与する、農産物加工、輸出作物栽培等の農業の多様化。 

⑤ 協同組合及び農民組織の商用農業参入に必要な、高い競争力を確保する方策の整備。 

⑥ 漁業及び畜産部門の発展。 

⑦ 収入及び雇用の創出、経済成長への貢献、自然資源の持続的活用のための農業開発。 

 

本計画で対象とする作物は、トウモロコシ、キャッサバ、ソルガム、ミレット、甘藷、マメ類
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とし、在来の果実や野菜などの園芸作物の保全と研究、及び生産量増加を促進する。一方、綿、

タバコ、ラッカセイ、パプリカ、カシューナッツ、大豆、ゴマ、マリーゴールド、ハーブ類、香

辛料、コーヒー、茶、サトウキビ等の換金作物栽培も推進する。 

これらの農業の推進のために、灌漑面積を現在の 5万 ha から 2015 年には 9 万 ha に増やすと共

に、現在 30%と高い収穫ロスを 2015 年には 10％まで下げることを目標とする。 

 

2) 政策目的 

下記の政策により、国家及び個人世帯の食糧安全保障を確立することとしている。 

① 持続的農業生産と収穫ロス軽減のための技術支援。 

② 各地で生産される農産物原料の供給による食品加工分野の持続的発展。 

③ 農産物の輸出の振興による国際収支における農業部門の貢献度の向上。 

④ 農業生産性の向上による収入と雇用の創出。 

⑤ 既存の農業資源基盤の維持と増進。 

 

3) 具体的戦略 

 国家農業開発計画には 19 の具体的戦略を挙げているが、我が国の貧困農民支援（2KR）の要請

に関係するものは以下の 6項目である。 

① 市場の自由化と民間部門の開発の強化と監視。 

② 農産物の国内・海外市場へのアクセスの促進と保障。 

③ 農業生産と生産物利用の多様化の推進。 

④ 特に小規模農民の生産性を向上するために営農支援と強化。 

⑤ 旱魃等への早期警報およびタイムリーで効率的な予報による作物生産の安定化、並びに戦略

的かつ持続的な食糧備蓄による緊急事態への備えの強化。 

⑥ 農業開発の担い手としての協同組合および農民組織の形成の促進と強化。 

 

(3) 第 5次国家開発計画―農業分野（2006-2011 年） 

持続的な食糧安全保障、現金収入の確保、雇用機会の創出及び貧困レベルの軽減のために農業

生産を増加させることを上位計画とし、以下の９つの活動目的に対し、様々なプログラムが計画

されている。 

① 多くのセクターの横断的調整を通して、食糧安全保障を目指し、適切な政策を策定・実施す

る。 

② マーケティングシステムの導入により、農業生産物及び農業資機材の政府による供給への支

援を強化すると共に、民間市場に競争力をつけ、効率化及び透明化を推進する。 

③ 小規模農家の農業生産性の改善と安定化。 

④ 貧困削減への貢献を目的に、協同組合及び農民組織を自発的に発展させ、組織の透明性を確

保しつつ、農民主導の組合活動を可能にするための制度や法環境を整備する。 

⑤ 農業セクターの人的資源の技術的能力向上。 

⑥ 民間セクター及び海外支援による灌漑農業の発展に寄与する規則の整備。 

⑦ 効率的かつ効果的に開発技術とサービスを普及し、参加型アプローチを通して、農家の農業

生産量の増加及び生産性の向上を支援し、農業の多様化を推進する。 

⑧ 畜産分野の肥育の効率性と生産性、及び家畜と畜産生産物の市場売買促進支援を改善し、持
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続的な食糧保障と収入獲得へ貢献する。 

⑨ 魚介類の有用性の改善を通じ、水産物の増加と水産資源の持続的な使用を推進することで、

雇用創出、収入増加等、経済へ貢献する。 

 

これらの目的を達成するために横断的な活動が予定されており、特に食糧安全保障のための肥

料支援プログラム（Fertilizer Support Programme :FSP、以下「FSP」とする）に全活動の 50％

以上の予算を計上する予定である(表 2-8)。 
 

表 2-8  第 5 次国家開発計画における農業分野の予算配分 

(出典：第 5次国家開発計画―農業分野) 

 
(4) 肥料支援プログラム（Fertilizer Support Programme :FSP）2002-2005 

 当プログラムは、「ザ」国の食糧安全保障をめざし、小規模農民の農業資材へのアクセスの改善

のため、トウモロコシ栽培に必要な改良種子と肥料をパッケージとして小規模農民に販売するも

ので、販売価格の 50%を政府の補助金を充てることとしている。 

 この背景には、1990 年以降の構造調整計画7に合わせ、政府による農業サービス介入を削減し、

農業流通市場の自由化を推進することにしたが、これまで政府のサポートを得ていた小規模農民

は民間市場に馴染むことはできず、また遠隔地に住むことから資機材へのアクセスが困難である

ことなどの問題があった。このため、前述の通り政府の補助金を小規模農家の肥料の購入に充て

ることになった。 

プログラムの目的は以下の 6 点である。 

 

① 農業資材の適期における適切な供給 

② 小規模農民の農業資機材へのアクセス改善 

③ 農民が廉価な農業資機材を入手するための市場の競争性及び透明性の確保 

④ 農業生産性改善のため、政府が肥料価格を部分的にカバーすることによる市場メカニズムに

おける小規模農民のリスク軽減 

                                                   
7アフリカ諸国の債務問題の解決のため、世界銀行と IMFが支援した経済政策計画。この構造調整は、マクロ経済の安定か

と市場経済のための環境づくり(国内の規制緩和/対外自由化/民営化/政府部門の合理化を目的とした。ザンビアの場合

は、外国為替の部分的自由化と切り下げのほか、食糧補助金の削減、トウモロコシの自由販売性が廃止された。 

(単位：1,000ZK）

2006 2007 2008 2009 2010 2011 合計

1 政策構築、調整プログラム 327,011,210 327,011,210 327,011,210 327,011,210 327,011,210 327,011,210 2,442,191,515

肥料支援プログラム（FSP) 240,000,000 240,000,000 240,000,000 240,000,000 240,000,000 240,000,000 1,440,000,000

2
農業市場活動､貿易及びアグリビジネス
開発プログラム 524,415 612,038 698,590 800,823 918,101 1,052,798 4,606,765

3 農業基盤整備土地開発プログラム 301,350 301,350 301,350 353,780 353,780 353,780 1,965,390

4 協同組合開発プログラム 29,367 32,368 36,775 42,299 48,635 55,930 245,374

5 灌漑開発支援プログラム 134,873 134,873 134,873 134,873 134,873 134,873 809,238

6 農業研究・技術開発プログラム 31,140 31,225 32,479 23,684 20,238 21,222 159,988

7 農業普及プログラム 40,240 160,115 160,097 79,712 79,740 39,968 559,872

8 農業種子支援プログラム 7,050 8,500 7,360 6,000 6,150 6,300 41,360

9 農業工業化・機械化プログラム 6,849 5,774 6,228 6,316 6,814 8,416 40,397

10 人的資源開発プログラム 28,750 29,750 18,750 18,750 18,750 18,750 133,500

総計 2,450,753,399



 16

⑤ 民間の農業資材業者の拡大による農村部での農業資機材供給量の増加、及び政府の介入軽減 

⑥ 農業セクター発展にむけ、農民の組織化及び農業団体構築を容易にするための情報の整備・

環境の創出 

 

FSP は「ザ」国の国家上位計画と及び民間市場の導入という構造調整計画とも整合性が取れて

おり、また、食糧安全保障及び貧困農民支援に大きく寄与するプログラムとして、「ザ」国では優

先的に実施することとしている。実際、2004 年の農業分野の国家予算（ZK14,230 億）のうち、49.2%

が FSP の実施に使用された8。 

 

(5) 貧困農民支援(2KR)との整合性 

本件は、「ザ」国政府が特に力点を置いている、貧困農民の農業生産および食糧安全保障の推進

を目標とした FSP の実施を支援するものとして要請されており、農業開発の上位計画とも合致し

ている。  

したがって、「ザ」国における貧困農民支援(2KR)の実施の妥当性は高いものと思われる。 

 

 

                                                   
8 Addendum to the Second PRSP Implementation Progress Report 2004 
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第 3 章 当該国における 2KR の実績、効果及びヒアリング結果 
 
3-1 実績 

「ザ」国に対する 2KR の供与は 1980 年から 1996 年度まで毎年実施されていたが、その後中断

され、現在に至るまで実施されていない。至近 5ヵ年（1992 年-1996 年）の供与総額は 50.0 億円

である。 

 

表 3-1 過去の 2KR の供与及び実績  

 1992 年 1993 年 1994 年 1995 年 1996 年 合計 

E/N 額 

（億円） 
12.0 12.0 10.0 8.0 8.0 50.0 

E/N 

締結日 

1992.3.18 

1992.6.4 
1993.5.26 1994.9.27 1995.8.15 1996.3.27  

調達品目 肥料 肥料 肥料 農機/肥料 肥料  

(出所：JICS 2KR 調達実績データベース) 

 

 過去の要請内容は例年殆どが肥料（尿素）であったが、1995 年にはトラクター及び耕作機等の

農機も供与している。農薬、肥料については民間企業や国家プログラムへ配布されており、農機

は殆どが地方の農業組合に販売されている。 

1996 年以降に 2KR の供与が中断された理由は、1996 年に実施された大統領選挙の手続きに端

を発した問題に対し、各ドナーが二国間援助を凍結したことに呼応したこと、また「ザ」国政府

の実施の遅れや配布体制が確立されておらず、配布先や見返り資金の積み立てが不透明であった

ことに起因するところが大きかった。 

 

3-2 効果 
 過去に 2KR で調達された資機材は、トウモロコシの増産を目的としている。主に肥料は単収の

増加、農業機械は耕地面積の規模拡大や、主要作物栽培での労力軽減により、他作物栽培の導入

が可能な点などが効果として挙げられる。 
 
(1) 食糧増産面 

 1986 年から 1996 年まで 2KR では主に尿素を調達しており、「ザ」国の主食であるトウモロコ

シの増収に少なからず貢献したものと考えられる。 

「ザ」国ではトウモロコシの生産量が穀物生産の約 80%を占めている。このトウモロコシ生産

には、生産性の高いハイブリッド種1を使用しており、養分吸収率が高いことから、化学肥料の投

入は不可欠である。特に尿素は追肥として使われており、生産量を上げるために重要な肥料であ

る。これまでは 2KR の調達分の尿素は、｢ザ｣国内の供給量の 4～20％を占めていた（表 3-2）。農

家レベルのトウモロコシ栽培において、尿素を投入した場合は、投入しない場合の 2～3 倍の収量

が増加したとの話もあることから、2KR で供与した肥料は主食であるトウモロコシの生産及び食

                                                   
1 遠縁な両親を掛け合わせ、雑種強勢の性質を活かして作られる品種で、両親よりも育ちが良く、多収量となる。

しかし、2代目以降はその形質は現れないので、毎年種子の更新が必要となる。 
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糧増産に貢献していたことが推測される。 

 

表 3-2「ザ」国における肥料供給と過去の 2KR による調達肥料 

(出所：農業・協同組合省農業統計報告 2001、肥料産業(輸入業者)報告及び JICS 2KR 調達実績データベース) 

 

一方、小規模農家の農業は天水依存の栽培を行うことから、降雨量の多寡に左右されやすく、

また適期に種子をはじめとする農業資機材や、営農技術等へのアクセス状況等の要因によっても

生産量が影響されるため、2KR の効果を定量的に把握するのは困難である。実際、生産量が高か

った 1994 年、1996 年及び 2003 年は「ザ」国の平均雨量(800mm)よりも 200mm ほど雨量が多く、

生産量の低かった 2001 年、2002 年は平均降雨量を 100mm 以上下回っていた（図 3-1）。 
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図 3-1 トウモロコシ生産量の推移 

(出典：FAOSTAT) 

 

 

(単位：トン）

年次 国内総生産量 総輸入量 総供給量 2KRの供給量
2KR供給量/総

供給量(%)

1987/88 66,194 0 247,391 0 0.00
1988/89 67,449 0 256,965 19,250 7.49
1989/90 35,972 0 309,632 0 0.00
1990/91 46,614 0 203,071 7,238 3.56
1991/92 34,372 0 186,676 16,000 8.57
1992/93 33,376 0 156,394 31,383 20.07
1993/94 27,169 217,848 245,017 41,522 16.95
1994/95 0 168,919 168,919 25,380 15.02
1995/96 0 130,141 130,141 16,577 12.74
1996/97 0 173,577 173,577 23,088 13.30
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(2) 貧困農民、小規模農民支援 

 過去の 2KR で調達した資機材の配布は、民間企業や NGO、政府機関などで実施されていた。  

そのうち、数回は栄養不足対策プログラム 2 (Programme Against Malnutrition：PAM、以下「PAM」

とする)という NGO を通じて、貧困農民、小規模農家支援対策事業の一環として 2KR の調達資機材

が配布されている。 

 PAM は、主に貧困農民の食糧安全保障と現金収入源の確保を目的に、対象農家を耕作面積が 1ha

以下の特に貧しい農民に絞り、Food Security Pack という活動を行っている。Food Security Pack

では、予め対象農家が穀物、野菜、根菜類のそれぞれの種類から一種類ずつ栽培品目を選択し、

選択作物の種子とその栽培に必要な資材を配布して貧困農家の農業生産向上への便宜を図るとと

もに、生産物の販売や管理などの技術指導を行っている。裨益農民は配布種子及び資材の代金と

して、収穫後に返金または物納することとなっており、その回収資金で新たな対象農家を支援す

る、というシステムをとっている。この活動は現在に至るまで貧困農民の食糧状況の改善および

現金収入の増加に寄与していることから、この活動を通して 2KR の資機材も貧困農民の手に渡り、

彼らの食糧安全保障に貢献したと考えられる。 

 一方、1995 年に調達された農業機械は Agriculture Credit Management Programme を通して、

そのほとんどが高価な農機に手の届きにくい地方の農業組合や女性農民団体を対象に、後払いが

可能なクレジットで販売されている。多くの小規模農家は鍬による手作業でトウモロコシの作付

けをしており、その範囲は 1～2ha が限度であるが、農業機械の導入により、作付面積の規模拡大

や換金作物栽培への着手を可能にしたと推測される。この農業機械はクレジットで販売されたた

め、資金を回収している途中であるが、資金回収を担当する財務・国家計画省によると、現在で

も供与された農業機械が有効利用されており、効果は持続しているとのことであった。 

 

3-3 ヒアリング結果 
「ザ」国に対し、2KR の資機材が最後に供与されたのは 1996 年度であり、それから 10 年近く

経過している。このため、今次調査において、実施機関である農業・協同組合省及び財務・国家

計画省だけではなく、その傘下の地方事務所、他ドナー、NGO や農民に至るまでインタビューや

調査などを試みたが、過去の配布実績状況やその効果を知るものはおらず、情報を得ることは出

来なかった。 

しかしながら、食糧保障、貧困対策の目的を達成するためにはトウモロコシの増産が不可欠で

あり、そのために 2KR の支援は必要であるという意見が多く聞かれ、肥料はトウモロコシの生産

量に如実に現れるため、要望が高かった。 

本件は FSP（肥料支援プログラム：第 2 章参照）の活動を支援する形での要請がなされている

ことから、ここでは FSP および 2KR でそれを支援することについて、様々な団体から聞き取った

意見を以下に記す。 

 

(1) USAID ザンビア駐在所 

 経済発展グループのグループ長及び農業/貿易専門家より聞き取りを行った。 

FSP が行う肥料の販売は、代金の半分を政府が補助するため、小規模農家でも購入しやすいシ

ステムとなっているが、以下のような問題が指摘された。 

                                                   
2 WFP や FAO などの海外ドナーの協力のもと、設立された NGO で 100 以上の現地 NGO が加盟している。現在はコミ

ュニティ開発省が管轄している。 
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① FSP で購入可能なのは貧困農民の中でも 20%ほどの比較裕福な層であり、極貧層には届かな

い 

② トウモロコシ栽培用の肥料に特化しているため、ほかの作物栽培への転用ができない。 

③ 販売価格の 50%を政府補助金で補うため、民間市場を圧迫している（国家農業計画では「民

間セクター支援」を謳っており、矛盾している）。 

 2KR の供与を PAM に対して行い、天候や土壌に合わせ、キャッサバやソルガム、ワタの栽培

にも対応できるような資機材の調達を行う方が、より貧困農民支援として効果的になるのでは

ないかとのことだった。 

 

(2) 栄養不足対策プログラム （Programme Against Malnutrition：PAM） 

 食糧安全保障・企業活動マネージャー及びプロジェクトコーディネーターより聞き取りを行っ

た。PAM は Food Security Pack のため肥料は民間より購入していることから、2KR の支援の要望

を持っていた。一方、FSP は裨益対象が Food Security Pack よりも広く、小規模農家が自助努力

で肥料を購入する点で評価でき、また、Food Security Pack で自活できるようになった農民の次

のステップとして FSP は有効であるため、2KR で FSP を支援することに賛成であるとのことであ

った。 

 

(3) 食糧安全保障調査プロジェクト（Food Security Research Project） 

同プロジェクトの特別研究員から聞き取りを行った。 

FSP の肥料配布システムは、民間肥料業者にとって圧迫となると共に、農業省の予算の約半分

を費やしているというマイナス面は否めないとのことであった。しかしながら、国内の肥料需要

は依然として高く、2KR の肥料の供与は多くても 10,000 トンを超えないとのことから、市場への

影響は少ないのではないかとの見解を持っている。ただし、2KR のスキームには持続性がないと

いう問題があり、この供与をどのように「ザ」国政府が活用するかが課題であるとしている。 

また、流通自由化の側面から、FSP で小規模農家が自ら肥料の購入元を民間市場から自由に選

択できるシステムにするよう、食糧安全保障調査プロジェクトより政府に提言しているとのこと

であった。 

 

(4) 国連食糧農業機関（FAO） 

 プログラム代表アシスタントより聞き取りを行った。 

 肥料を直接支援するという点で、2KR の援助は「ザ」国の農業発展に有効とのことであった。

また、FAO は FSP の構想と評価/提言に関わっており、FSP は農業生産量及び生産性の向上と農民

組織による活動の活性化、及び小規模農家の市場への参入に貢献していると評価をしている。但

し、対象がトウモロコシだけで、他の作物への関与がなく、農業の多様化に対応していないこと、

また、FSP は長期的な計画になっておらず、FSP 終了後の小規模農家支援に向けてビジョンが示さ

れていなことが課題であるとした。 

 

(5) 世界銀行 

 農業専門員から聞き取りを行った。 

FSP は農民の市場参入を促進させるという意味では、国家農業開発計画と整合性が取れている

が、民間セクターの士気を損なわせ、圧迫するのは問題であるとの話であった。FSP を支援する
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形となる 2KR に対し、①民間セクターの圧迫を避け、市場をサポートするような計画にすること、

②貧困農民・小規模農家を支援するという目的から逸脱することを最小限に留めるよう配布方法

を検討すること、③現在の政府が行っている FSP のような小規模農家支援政策から移行できるよ

うなプログラムを検討すること（民間業者が行っている、現物支払いのような円滑なクレジット

や、農民組織内での相互扶助による販売代金徴収システムの導入など）、が提言された。 

 

(6) アメリカ合衆国協同組合連盟（Cooperative League of United States of America :CLUSA） 

 モニタリング評価マネージャーから話を聞いた。 

 CLUSA は USAID の援助を得て、貧農を対象とした独自の肥料配布を実施している NGO で、徹底

したスクリーニングと技術指導、モニタリングを行い、草の根レベルで農業の振興を進めている。

FSP については、適期に肥料が調達されていないこと、貧しい小規模農家には FSP の肥料は届か

ないこと、FSP の肥料は市場価格の半額を政府が補助するため、農民が一般市場で購入する意欲

を削ぐことなどが問題点として挙げられた。CLUSA は FSP と類似した活動を行っていることから、

FSP 及び農業・協同組合省への提言や活動の連携についてはやぶさかではないが、NGO の立場上、

実際には難しいとのことであった。 

 

(7) 民間肥料販売業者 

 OMNIA 社、Zambian Fertilizer 社(ZF)、及び Nitrogen Chemical of Zambia 社(NCZ)に聴取した

ところ、どの業者からも FSP 及び 2KR のコンセプトは高い評価を得た。OMNIA 社によると 2KR に

よる肥料調達については、肥料市場に与える影響は少ないとのことであった。 

しかし、ZF からは、「ザ」国内に 10 数社の肥料業者が存在しており、市場での競争が激しく、

いかなる分量であっても肥料供給のシェアを奪われるため、2KR による肥料の供与は民間市場を

圧迫するとの懸念を持っていた。また FSP については、これまでの実績によると、サプライヤー

は 3 社に限られており、供給、配布システムについて、公平性が確保されていないのでは、との

意見が聞かれた。 

NCZ 自身の立場としては、現在 FSP 肥料のうち半分（D コンパウンド3全量）を供給しているこ

ともあり、2KR 肥料調達によって NCZ の供給分が目減りしてしまうことは、量の多寡に関わらず

好ましくないとのことであった。しかしながら、農業・協同組合省の関係者によれば、NCZ は国

営企業であるが、現在完全民間化に向けての移行期にあり、いずれは民間肥料会社と同様に競争

により市場を獲得すべきであるとのことであった。また、今回の 2KR による肥料調達量は NCZ が

FSP に供給予定の肥料の 10 分の 1程度と予測されることから、「ザ」国政府の立場からみて、2KR

肥料の NCZ への影響は問題とならないとの話であった。 

 

(8) 農民組織・小規模農家 

 2KR の存在について認識のある農民には会うことはできなかったが、FSP を支援するという意味

では歓迎するとのことであった。FSP では、地方の中心部から離れ、雨期に道路が遮断されてし

まうような農村部にまで末端倉庫があり、遠隔地に住む小規模農家が肥料にアクセスできるよう

になっているため、収量が 2～3 倍になったとの話もあった。しかし、供給数量が限られているの

で、毎年 FSP の対象となる小規模農家を組織内で選抜しなければならず、安定した生産、食糧の

                                                   
3 通常の窒素、燐酸、カリ成分に加え、硫黄成分を含有した肥料。南部アフリカで広く使用されている。 
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確保が難しいとの話があった。また肥料のほか、畜耕用の農機具や小型農機具の要望も聞かれた。 

 

 以上の意見を総括すると、FSP を 2KR で支援することについて、裨益対象は貧困層の中でも肥

料購入が可能な農家に限られ、極貧層は対象になりにくいこと、作物の多様化を望めないこと、

市場を圧迫することなどの問題はある。一方、国内の肥料需要は大きく、これまで高価で肥料が

購入できなかった小規模農家が市場に参入する契機となるなど、概ね 2KR の実施は農業生産の振

興には有効であるとの意見であった。 
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第４章 案件概要 
 

4-1 目標及び期待される効果 

「ザ」国ではトウモロコシが主食であり、同国の主要食糧用穀物の中でも作付面積､生産量とも

に群を抜いている。しかしながら、国内生産のみで国内の需要を満たすには至っておらず、不足

分は輸入や援助に頼っているのが現状である。特に、近年では旱魃の影響もあり、生産量が極端

に落ち込むことも少なくなく、主食であるトウモロコシを増産し食糧安全保障を確保することが

同国の重要な課題となっている。特に、旱魃や天候不良等による生産量減による食糧不足は、農

村部において深刻な事態を引き起こし易い。この認識のもと、小規模農家を対象にトウモロコシ

の増産を図り、農村部の農家レベルにおける食糧安全保障を確保すると共に、結果として国家レ

ベルでの食糧安全保障を促進するための具体的施策として打ち出されたのが第 2 章で述べた FSP

（肥料支援プログラム）である。 

FSP は 2002 年に開始されたが、同年に策定された PRSP に呼応する農業セクターにおける貧困

削減のための施策としても位置付けられている。「ザ」国では特に農村部に貧困層が多く、同国の

貧困削減問題は要すれば農村部および各農家レベルにおける貧困の削減であるということがPRSP

の主要テーマとなっている。その中で、農家及び農村レベルにおける貧困削減の戦略上の重点課

題として、①食糧安全保障の確保、②農業生産物の多様化、を二つの柱としており、「①食糧安全

保障の確保」に係る具体的政策として FSP が位置付けられている。 

FSP は、第 2 章において述べたように所有する農地が 5ha 以下の小規模農家をプログラムの裨

益対象者とし、トウモロコシの増産に必要な農業投入財として、肥料２品目及びハイブリッド種

子をパッケージで販売するものである。政府は地方の小規模農家に対し、これらの農業投入財へ

のアクセスの便を図り、市場価格の半額（50％）を国が負担し、配布するものである。 

今回、我が国に対して要請のあった貧困農民支援（2KR）は、現在 100％国家予算で実施されて

いる FSP の一部を無償資金協力により負担するものであり、具体的内容としては、FSP で配布す

る肥料 2 品目（D コンパウンド及び尿素）の調達支援である。すなわち、小規模農家を対象に、

肥料支援を通じて主食であるトウモロコシの増産を図り、食糧安全保障の促進および農村におけ

る貧困削減に寄与するという FSP の目的と完全に合致するものである。 

したがって、本件が実施された場合、達成目標及び期待される効果は以下のとおりである。 

 

【目標】 

 トウモロコシの生産性向上のため肥料を調達し、FSP のプログラムにて小農へ配布するこ

とにより、各農家レベル及び国家レベルでのトウモロコシの増産を図る。 

 

【期待される効果】 

 トウモロコシの増産効果により、各農家レベル及び国家レベルでの食糧安全保障が促進さ

れる。 

 トウモロコシの生産量が増大することで、自家消費分を超えた余剰分については、販売す

ることで現金収入を生み、生活レベルの向上、即ち、貧困の削減に繋がる。 

 

なお、FSP の事業費の 100％が国家予算であり、農業・協同組合省の年間予算のほぼ 5割を占め

る財政負担の一部を我が国が負担することにより、軽減された分の予算を他の農業開発計画に活
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用することも期待される。また、2KR の見返り資金を活用することで、FSP の肥料すら購入できな

い極貧農民への支援が期待できる。 

 

4-2 実施機関 

本件の要請では、FSP の一環として行うため、農業・協同組合省の協同組合・市場活動開発局

傘下のプログラム調整事務所（Programme Coordination Office：PCO）内に設置されている FSP

事務局が業務の実施を担当し、見返り資金の管理については財務・国家計画省(以下財務省)、経

済・技術協力課が担当することとなっている。 

 

(1) 農業・協同組合省 

 省全体の組織とプログラム調整事務所、および FSP の位置付けは図 4-1 に示すとおりである。 

 

 

 

図 4-1 農業・協同組合省組織図 

                                       (出所：農業・協同組合省) 

 

FSP には毎年、省全体の約 5 割の予算が充てられている。本省レベルで FSP を担当するのは 4

～5 名程度である。モニタリング評価については、図 4-2 に示したとおり、州農業調整員（PACO）

事務所が行う。地区レベルの実施・監督には地区農業調整員（DACO）事務所が携わり、また村落

部で活動する農業普及員（Extension officer）が農民への肥料の購入や施肥技術の指導に当たっ

ている。以上を合計すると約 2,000 名が FSP に従事しており、FSP 及び 2KR の実施には、全州平

均で１州当たり 200 名程度が関わることとなる。 
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図 4-2 農業・協同組合省 州・地方事務所組織図 

(出所：農業・協同組合省) 

 
なお、本件で調達される肥料の通関後から販売までのトラック輸送及び保管は、各地区で食糧

備蓄公社（FRA）または民間の肥料会社から借り上げた管理倉庫（District Depot）で行い、農業

省で入札により決定、契約した民間業者が管理する。村落レベルの末端倉庫（Satellite Depots）

までの輸送は、地区農業調整員事務所が契約した民間業者が輸送を行い、管理は農業組合が行う

ことになっている（4-4(1)配布・販売方法・活用計画 参照）。 

 

(2) 財務・国家計画省 

 見返り資金の積み立て及び使途申請は、財務・国家計画省の経済・技術協力課が実施、監督を

行う予定である。組織は図 4-3 に示すとおりである。 
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図 4-3 財務・国家計画省組織図 
(出典：財務・国家計画省) 

 
「ザ」国では 1981 年度から 2KR が開始され、1996 年度を最後に中断されるまで農業食糧・漁

業省（現 農業・協同組合省）が実施機関であった。しかしながら、農業食糧・漁業省は 2KR で

調達した資機材を他業者から自前で購入した資機材と共に民間業者の仲介を通じて農民へクレジ

ットで販売したため、販売代金の回収が困難となった。それに伴い、2KR による資機材の販売代

金が農業食糧・漁業省が他業者から購入した分の資機材販売代金と分別されず、一括されてしま

ったため、2KR の資機材の売上を見返り資金として区別して積み立てることができなかった。そ

の結果、1994 年までの見返り資金の積立額は不明瞭なままとなっている。 

そこで、1996 年度の 2KR による尿素の調達分については、大蔵省（現 財務・国家計画省）に

資機材配布と見返り資金積み立ての実施が移管された。大蔵省の監督のもと、民間業者を通じた

現金販売に限定したため、見返り資金は順調に積み立てられ、現在も確実に管理されている。 

以上の背景より、本件の要請では、見返り資金積み立てについては財務・国家計画省が担当し、

調達、配布については、FSP の担当機関である農業・協同組合省が実施機関となっている。 

 

4-3 要請内容及びその妥当性 

(１) 対象作物・要請品目・対象地域・要請数量 
調査の結果、最終的に「ザ」国側より要請された資機材、対象地域、品目及び数量は表 4-1 の

通りである。 
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表 4-1 要請された資機材と対象地域、品目、数量 

優先度 州 地区 
地区内農

業世帯数 
（A） 

対象農家数 
（B） 

対象農家の割

合

（B/A*100%） 

 肥料要望量

(トン) 
Dコンパウ

ンド (トン) 
尿素 

(トン) 

Chibombo 20,088 8,000 39.82 3,200 1,600 1,600 

Kabwe Urban 1,794 500 27.87 200 100 100 

Kapiri Mposhi 10,482 4,000 38.16 1,600 800 800 

Mkushi 14,035 6,000 42.75 2,400 1,200 1,200 

Mumbwa 14,945 6,000 40.15 2,400 1,200 1,200 

Serenje 18,892 5,000 26.47 2,000 1,000 1,000 

1 Central 

Sub-total 80,236 29,500 36.77 11,800 5,900 5,900 

Chilubi 10,387 600 5.78 240 120 120 

Chinsali 16,210 3,000 18.51 1,200 600 600 

Isoka 12,409 6,000 48.35 2,400 1,200 1,200 

Kaputa 13,251 600 4.53 240 120 120 

Kasama 16,720 5,000 29.90 2,000 1,000 1,000 

Luwingu 14,102 2,000 14.18 800 400 400 

Mbala 20,042 3,000 14.97 1,200 600 600 

Mpika 16,267 4,500 27.66 1,800 900 900 

Mporokoso 8,531 2,000 23.44 800 400 400 

Mpulungu 5,549 1,200 21.63 480 240 240 

Mungwi 17,058 3,000 17.59 1,200 600 600 

Nakonde 10,802 3,000 27.77 1,200 600 600 

2 Northern 

Sub-total 161,328 33,900 21.01 13,560 6,780 6,780 

Chienge 9,586 1,000 10.43 400 200 200 

Kawambwa 16,225 2,000 12.33 800 400 400 

Mansa 20,998 2,400 11.43 960 480 480 

Milenge 4,110 1,000 24.33 400 200 200 

Mwense 16,809 2,000 11.90 800 400 400 

Nchelenge 17,173 1,000 5.82 400 200 200 

Samfya 35,355 2,200 6.22 880 440 440 

3 Luapula 

Sub-total 120,256 11,600 9.65 4,640 2,320 2,320 

 Grand Total 361,820 75,000 20.73 30,000 15,000 15,000 

 
１) 対象作物 

対象作物は｢ザ｣国の基幹作物であり、農家の 90％が栽培しているトウモロコシとされている。ト 
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ウモロコシは同国民の自家消費用作物として栽培されるほか、小規模農家の収入源でもあることから、

食糧の確保のみならず、貧困対策としても有効な作物である。近年、一時期生産量は国内の需給バラ

ンスを満たしたものの、依然として不足傾向にあり、WFP や NGO からの援助に頼っている状況である。 

一方、「ザ」国では、雨が少ないなどの要因でトウモロコシを始めとした主要作物の生産が振るわ

ない場合の救荒作物として、キャッサバも奨励されている。しかしながら、農民の多くは農業資機材

を投入して手間をかけてキャッサバを栽培するという認識がなく、農業機械や肥料の調達を行う 2KR

において支援する作物としては適切でないと考えられる。実際、農民の間でもトウモロコシの増産を

望む声が大きく、国家農業開発計画でも増産の重点作物として挙げられている。 

このように、増産の必要性及び国家政策とも一致することから、トウモロコシを本件の対象作物と

して設定することは妥当と判断される。 

 

２) 対象品目 

｢ザ｣国政府は D コンパウンド（NPK10-20-10/6.5S）と尿素（N46%）を対象品目として要望している。 

国内で一般に栽培が奨励されているトウモロコシはハイブリッド種であるため、前述のとおり、生

産性を安定及び向上させるためには毎年種子を更新し、化学肥料を投入することが必要である。Dコ

ンパウンドは元肥として、尿素は追肥として、農業・協同組合省および FAO が施肥基準等を明確にし

た上で推奨し、FSP で供与している(表 4-2)。 

 

表 4-2 土壌肥沃度別施肥基準(トウモロコシ)  

                                  単位（Kg/ha） 

 

必要成分量 土壌肥沃度 

N P2O5 K2O S 

元肥 

(D コンパウンド)

追肥 

(尿素) 

Very low 168 60 30 30 300 300 

Low 163 50 25 25 250 300 

Medium 112 40 20 20 200 200 

Moderately high 107 30 15 15 150 200 

Very high 69 0 0 0 0 150 

(出典：推奨肥料に基づく土壌分析（小規模企業と市場活動プログラム, SHEMP/S/30/2002）) 

 
D コンパウンドは植物栽培の必須元素である NPK 成分のほか、子実生産に有効である硫黄分も含ま

れており、1970 年代からこの NPK＋S の形が推奨され、農民にもその効果が認知されている。また、

追肥に使われる尿素は、トウモロコシの生育後期の成長と子実形成に必要な窒素分を補い、収量を増

大させるのに有効な肥料である。 

実際、「ザ」国内での食糧安全保障調査プロジェクトの行った肥料効果試験（表 4-3）では、小規

模農家でDコンパウンド及び窒素系肥料を施用した場合、平均で1.6倍の施肥効果が認められている。 
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表 4-3 小規模農家によるトウモロコシ栽培への施肥効果 

注）試験農家は改良種子を用い、施肥量は平均で 237kg/ha であった。 

(出典：食糧安全保障調査プロジェクト 2002：トウモロコシとワタの肥料効果の構造と初期分析(2002)) 

 
FSP では汎用性を考慮し、ヘクタールあたり元肥と追肥を各々200 ㎏と、種子 20 ㎏のパッケージと

して販売することとしている。FSP の聞き取り調査によると、これによって見込まれる単収はヘクタ

ール当たり 4 トンから 11 トンと言われており、FSP の肥料を購入した農民によると、その効果に概

ね満足しており、それまでの 2倍以上の収穫が得られたとの話もあった。 

 上記の理由より、要請品目は本件の対象として妥当と考えられる。 

 
３) 対象地域、要請数量 

｢ザ｣国政府は、農業生産性が他州と比較して低い 3州(中央州、北部州、ルアプラ州)の小規模農家

の約 20％、約 75,000 戸を対象として D コンパウンドと尿素を各 15,000 トン、計 30,000 トンを要請

している。これは、全国で 80～100 万戸存在すると言われる小規模農家の約 10％、例年の FSP の対

象農家（15～20 万戸）の 20～35％を支援することを見込んでおり、要請数量の積算根拠は明白であ

る。 

しかしながら、近年の近隣国における調達の実績を考慮すると、要請数量の全量を調達することは

困難と考えられる。したがって、｢ザ｣国政府と調査団の協議の結果、当初の要請地域に優先順位をつ

け、中央州へ上記 2 種肥料、各 5,900 トンを最優先とすることで合意を得た。 

但し、肥料の国際価格市況は、原油価格、先進諸国の農繁期や、中国、インドなどの大口肥料消費

国の購入動向など、様々な要因が影響するため、正確な予測が不可能である。このため、肥料価格の

暴落などで多量の肥料を購入可能となった場合の対応を考え、D コンパウンドと尿素各 15,000 トン、

計 30,000 トンを要請数量として据え置くこととした。 

なお、D コンパウンドと尿素の数量については、FSP では表 4-2 の土壌肥沃度の Medium における施

肥量を採用し、同量をパッケージとして販売しているため、「ザ」国政府と調査団の協議の結果、品

目による優先度は付けず、上記 2 品目は同量を調達することが妥当と判断される。 

 

(２) ターゲットグループ 
「ザ」国政府は、対象地域の耕地面積 5ha 以下の小規模農家をターゲットグループとしている。 

「ザ」国では農家を所有農地の面積によって区別しており、全農家の 90％が小規模農家とされ、

その大多数が貧困層であると言われている。貧困層が多く住む遠隔地においては、農業資材へのアク

セスが困難であり、FSP でそのような村落に対しても資材が行き届くようなシステム（4-4 実施体

制及びその妥当性 配布・販売方法・活用計画 参照）を採っている。また、販売は肥料と種子のパ

（単位kg/ha）

1998/99 1999/00

無施肥 施肥 増加率（％） 無施肥 施肥 増加率（％）
農家１ 1155 2825 244.6 1103 1433 129.9 187.3
農家２ 1264 1920 151.9 1370 2108 153.9 152.9
農家３ 1335 1941 145.4 1138 1831 160.9 153.1
平均 1251.3 2228.7 180.6 1203.7 1790.7 148.2 164.4

2ヵ年平均
増加率
（％）
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ッケージで行い、価格の 50％は政府補助金で負担することから、市場価格よりも安価で優良な肥料

が入手できる点でも貧困層へ裨益効果が高い。 

一方、極貧層はこの半額負担も難しく、FSP の裨益に当たらないとの批判はあるが、このような農

家に対しては PAM で Food Security Pack（3-2 (2)貧困農民、小規模農民支援 参照）が実施されて

おり、この活動を通して経済力をつけ、将来的には FSP の肥料を購入することが可能である。 

以上のことから本件で小規模農家を対象とすることは妥当と考えられる。 

 
(３) スケジュール案 
 「ザ」国政府は 2KR における肥料の調達時期を 8月頃と要望している。 

同国のトウモロコシ栽培は、地域差はあるものの、概ね 8月以降に畑地の除草や耕起などの準備を

始め、11 月頃から播種を行っている(表 4-4)。小規模農家は天水に依存した栽培形態をとるため、播

種時期や収穫時期が僅かでも遅れると収穫の多寡に大きな影響を与える。また、雨期に入ると、都市

部と農村部を結ぶ道路が流水や溜まり水などで遮断され、物資の輸送が困難となる。このことから、

時宜を得た各種作業の実施が極めて重要であり、雨期の播種が開始される前までには農家に肥料が届

いている必要がある。 

 

 

図 4-4 トウモロコシとその他穀物の栽培カレンダー1 

(出所：FEWS NET（2005 年 7 月）及び農業・協同組合省からの聞き取り) 

 

本件は FSP による販売と同様の経路を辿ることになっており、通常 FSP では肥料調達後の運送・管

理業者の入札、運搬でおよそ 2 ヵ月から 3 ヵ月を要すると言われている。以上に鑑みると、農家が播

種を始める11月の2週間から１ヵ月月前に肥料が小規模農家まで到着していることが望ましく、｢ザ｣

国政府の要望する調達時期の 7月から 8月は妥当と考えられる。 

 

(４)調達先国 

過去の調達実績、品質の確保、市場価格などを考慮すると、調達先国としては、DAC 諸国に加え、

「ザ」国の最大の肥料調達国である南アフリカ共和国、及び尿素の生産量、輸出量が高く、比較的「ザ」

                                                   
1 栽培カレンダーは地域別に異なり、図 4-4 のバーチャートは各農作業が行われる期間を示している。尚、1回目の

施肥は元肥の Dコンパウンドを、2回目は追肥として尿素を施用するのが一般的である。 

　　　　　　　　月
作物

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

季節

トウモロコシ

その他

凡例

雨期 乾期 雨期

準備・耕起：△     播種：○     施肥：□     収穫：◎     

キャッサバ栽培

コムギ播種 コムギ収穫
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国の近隣に位置する中東地域のサウジアラビア、カタール、アラブ首長国連邦（UAE）が望ましい。 

過去、FSP で販売した肥料は、尿素についてはほぼ 100％外国製であり、オランダ、南アフリカ、

サウジアラビア、中国などの製品が多い。尚、過去の 2KR 実績では、尿素を EU 諸国や南アフリカか

ら調達している。一方、D コンパウンドに関しては国内での調達が可能であるが、｢ザ｣国で流通して

いる 50％以上は外国から輸入に頼っている。 

なお、「ザ」国における肥料の国内生産については、供給量は増加傾向にあるものの、国内の肥料

流通量に占めるシェアは昨年度で 20%程度である(表 4-4)。 

 

表 4-4 「ザ」国における肥料供給状況（1993/94-2004/05） 

*NCZ=ザンビア窒素化学社（Nitrogen Chemical of Zambia） 

 (出典：農業・協同組合省農業統計報告 2001 及び肥料産業(輸入業者)報告) 

 

 

4-4 実施体制及びその妥当性 

(１) 配布・販売方法・活用計画 

本件で調達された肥料は 2KR の実施機関である農業・協同組合省が現在実施中の FSP の配布システ

ムに従って配布される予定である。但し、2KR で調達された肥料については CPT 条件2で、州レベル

の中央倉庫への搬入までを日本側で負担し、中央倉庫から地方倉庫を経て末端倉庫までの輸送費、ハ

ンドリング費、倉庫保管料は「ザ」国政府が負担し、中央倉庫から末端倉庫までの配布については地

区農業調整員事務所が入札を行い、輸送･荷役･保管を担当する業者を選定することとなっている。ま

た、末端倉庫から先のエンドユーザーである農家までの運搬については受益者である農家自身が負担

する予定である。図 4-5 に、FSP 及び 2KR の配布及び資金回収の流れを示す。

                                                   
2 売主が物資費用及び指定仕向地まで運送費用を負担することを意味する。2KR の場合、保険は別途調達代理機関が

包括予定保険方式にて付保する。 

(単位：トン）

年次 NCZ生産量 国内混合量
国内総生産

量
ドナーによ
る輸入量 商用輸入量 政府輸入量 総輸入量 総供給量

国内生産量/
総供給量(%)

1993/94 27,169 0 27,169 113,743 88,000 16,105 217,848 245,017 11.1
1994/95 0 0 0 66,000 92,000 10,919 168,919 168,919 0.0

1995/96 0 0 0 25,380 69,000 35,761 130,141 130,141 0.0

1996/97 0 0 0 16,577 108,000 49,000 173,577 173,577 0.0

1997/98 0 0 0 0 96,900 0 96,900 96,900 0.0

1998/99 84 0 84 0 108,800 28 108,828 108,912 0.1

1999/00 10,175 0 10,175 0 133,635 0 133,635 143,810 7.1

2000/01 0 0 0 0 105,282 0 105,282 105,282 0.0

2001/02 2,366 0 2,366 0 85,355 0 85,355 87,721 2.7

2002/03 7,856 0 7,856 0 128,605 0 128,605 136,461 5.8

2003/04 19,189 10,195 29,384 0 168,582 0 168,582 197,966 14.8

2004/05 19,699 20,013 39,712 0 148,376 0 148,376 188,088 21.1
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図 4-5 FSP 及び 2KR の資材配布及び代金回収の流れ 

(出所：農業・協同組合省) 

 
販売方法は、前述の条件を満たし購入を希望する小農が肥料販売代金の 50%を銀行に事前に振

り込んだ後、①振込み証書、②協同組合若しくは農民組合発行の購買者リスト写し、及び③農業・

協同組合省発行の農業投入財受領許可証、の三点を末端倉庫に持参することにより肥料を受け取

るシステムである。 

農家への肥料販売価格については、2KR の調達肥料と FSP での調達肥料では調達条件が異なる

ため、両方の肥料の調達価格がそれぞれ確定した後に調整し、決定されることになっている。2KR

肥料は国際競争入札により、ザンビアの地方の中央倉庫までの輸送費込みの価格にて調達される。

一方、FSP 肥料はザンビア国内における国内メーカー、現地支社等を有する南ア等の外国メーカ

ーを対象に一般競争入札により、肥料代金及び地域倉庫までの輸送費を含む（中央倉庫まででは

ない）価格にて調達される。このように調達条件が異なるため、調達価格決定後、双方の肥料調

達価格に差が生じる可能性があるが、その場合は、調達量の多い FSP の調達肥料の価格を基準に、

2KR 肥料の販売価格を調整し、FSP のプログラム内で肥料価格に不均衡が生じぬよう、エンドユー

ザーに販売する計画となっている。 
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FSP の肥料は民間企業から調達するため、価格も市場原理により決定される。このように決定

された肥料価格に対し、「ザ」国政府が 50％の補助金をつけることによって、通常ならば肥料の

購入が困難な小規模農家が、市場価格の半額の肥料へアクセスできることとなる。これによって

小規模農家が肥料を使用できるようになり、食糧増産の実現を図ることが望めるため、本件で FSP

を支援することは妥当であると考えられる。 

 

(２) 技術支援の必要性 

FSP の肥料配布体制、販売代金の回収システムは確立されており、肥料の使用方法についても、

農業･協同組合省の技術指導員が末端レベルのエンドユーザーに適切に技術指導を行っていると

いうことから、技術支援の必要性は低いものと思われる。また、見返り資金積み立ての担当機関

となっている財務・国家計画省には、見返り資金担当の部署・担当責任者が配置されており、か

つ、同省には経済・技術協力の政策アドバイザーとして JICA の専門家が派遣されており、その支

援が得られているため、新たな協力は必要ないものと思われる。 

なお、「ザ」国側としては、本件（2KR）の供与額内で技術支援を含めるよりも、肥料の調達量

をできるだけ多く確保したいとの意向を示している。 

 

(３) 他ドナー・他スキームとの連携の可能性 

本件の実施に関しては、既に述べたように 2KR 単独の実施ではなく、「ザ」国政府（農業･協同

組合省所管）が現在実施中の FSP の枠組みで実施される計画であるため、他ドナー、または他ス

キームとの連携の予定はない。 

但し、FSP は農業投入財の完全市場経済化への過渡的な措置であり、いずれは終了するプログ

ラムである。よって FSP の終了後に 2KR が供与されるならば、前章において報告したように他ド

ナー等からの意見等も参考に様々な連携の可能性に配慮する必要がある。 

 

(４) 見返り資金の管理体制 

1) 管理機関 

「ザ」国における 2KR の見返り資金の管理機関は、財務･国家協力省である。同省は援助の窓口

機関であると同時に、農業・協同組合省とともに 2KR の実施機関としての位置付けがなされてい

る。また、FSP の代金回収後の資金管理や他のドナーの援助により積み立てられた資金の口座を

含め、国庫に属すべき資金を一括して管理する役割を果たしており、口座管理の担当者を配置し

ている。2KR で調達された肥料販売後に回収された代金は、2KR の見返り資金専用の口座に移され

管理されていた。 

 

2) 積立方法 

本件において、2KR 肥料の調達は通常の FSP 肥料の調達方法（国内における一般競争入札）と

異なり、国際入札（CPT 条件）にて実施される。また、外貨支援の趣旨から同国内の肥料メーカ

ー、取り扱い業者等は入札に参加ができないため、異なった条件にて調達される。このため、販

売価格の設定については、2KR 以外の FSP 肥料の販売価格を参考に両者の肥料の価格に齟齬や乖

離が生じないように、適正な販売価格が設定されることになっている。この販売価格の 50％は 2KR

（FSP）の直接の裨益対象者であるエンドユーザーの農民が肥料購入の前提条件として銀行に支払

うことが義務付けられており、事前に最寄りの指定銀行を通じて支払いがなされ、地方の銀行の
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口座から首都の銀行の本店にある口座に送金される仕組みである。農業・協同組合省の指示によ

り、FSP の口座に代金が回収され、積み立てられるが、このうち 2KR の肥料分については、事前

に対象地域・対象農民が明確に確定されるため、その回収代金を別途、2KR の積立資金として財

務・国家計画省の 2KR 専用口座(見返り資金口座)に移す予定である。 

なお、過去に実施された 2KR については販売代金の回収および積立がうまく行かず、また、十

分な説明も「ザ」国側からなかったことも供与が見送られてきた大きな原因の一つであった。こ

のため、1995 年度及び 1996 年度の見返り資金の管理に関しては、1995 年度に旧農業食糧・漁業

省（現在の農業・協同組合省）から旧大蔵省（現在の財務・国家計画省）に所管が移された。以

上のような経緯があるため、旧農業食糧・漁業省が管理していた頃の積み立て内容の詳細につい

ては、財務・国家計画省も把握していないが、引き継いだ後の見返り資金については適切に管理

されている。 

現在の見返り資金残高は下表の通りである。 

 

表 4-5 見返り資金積立口座残高（2005 年 9 月 30 日現在）3 

No. 銀行名 口座番号 口座名 口座残高(ZK) 

① ZANACO 30620000000047 KRⅡ FERTILIZER 6,282,398,921.78

② ZANACO 30320000000811 JNPGA Tractor & Implements 562,801,279.21

③ INVESTRUST 1067701 MoFED KR2/Japanese Non Project Grant Aid 3,814,053,273.60

④ INVESTRUST 1067701 MoFED KR2/Japanese Non Project Grant Aid 945,530,840.77

計    11,604,784,315.36

(出所：財務･国家計画省) 

 

上記①の口座は 1996 年度 2KR の肥料販売代金回収資金用の積み立て口座であり、全額回収済み

である。上記②は 1996 年度 2KR の農業機械の見返り資金積立口座であり、調査時現在未回収の販

売代金を回収中であった。代金回収は法務省を通して、法的に行われているとのことであり、

ZK83,760,586.40 が既に回収されているが、確認をとるため、現在一時別の口座に据え置かれて

おり、見返り資金口座には移されていない。また、政府関連施設に配布された農業機械のうち、

ZK140,023,530 分が掛売りで販売し、販売代金が未回収の状態にある。 

上記③および④は95年まで農業･協同組合省が管理していた2KRと KRなどの見返り資金である。

見返り資金の管理が財務・国家計画省に移管されたときに、農業･協同組合省が販売代金を積み立

てていた Stanchart という銀行より INVESTRUST に移されている。なお、同じ口座番号で 2 分割さ

れているのは、金利､手数料の状況を確認するために、財務・国家計画省があえて分けたとのこと

である。 

このように、財務・国家計画省に見返り資金の管理が移行した後は、その後の経過も含め、状

況が明らかになっており、見返り資金の管理に関し、大幅な改善が行われたことが窺える。 

なお、「ザ」国の見返り資金の積立額に関して、為替レートの変動により、積立総額の数値が貨

幣価値に一致しない状況が生じやすいため、見返り資金の積み立て後、可及的速やかに見返り資

金をプロジェクト等で有効に活用することが望まれる。 

 

                                                   
3 INVESTRUST 口座名は KR2/Non Project Grant Aid としているが、ノンプロ無償分の積立金は含まれていない。 
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表 4-6 見返り資金積立状況 

注）上表予算年度 1995 年度の積立額の数値については、それ以前の積立額の総計から、見返り資金プロジェクト

の使用金額を減じたものであり、且つ、KR（食糧援助）分の積立も含まれている。この総計は 2005 年 9 月現在の

残高である。 

(出所：財務・国家計画省) 

 

3) 見返り資金プロジェクト 

過去に実施された見返り資金プロジェクトは、下表 4-7 に示すとおり 6 案件である。 

 

表 4-7 実施済み見返り資金プロジェクト 

No. プロジェクト名 実施年 使用額(ZK) 概要 

1 ﾌﾞﾚｲﾔ･ﾏﾘﾏ灌漑ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(ﾌｪｰｽﾞⅠ) 1987 1,386,000 小規模灌漑施設建設 

2 ﾌﾞﾚｲﾔ･ﾏﾘﾏ灌漑ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(ﾌｪｰｽﾞⅡ) 1988 15,112,844 同上 

3 ﾑｳｪｹﾗ養殖場拡張ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 1988 15,000,000 養殖場の拡張計画 

4 農業開発協力のためのﾄﾗｸﾀｰ供給 1992 47,000,000 トラクターの購入 

5 農業機関誌発行ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(ﾌｪｰｽﾞⅠ) 2002 95,800,000 農業省が季刊の農業雑誌を発行 

6 農業機関誌発行ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(ﾌｪｰｽﾞⅡ) 2005 95,800,000 同上 

計   270,098,844  

(出所：農業・協同組合省) 

 

また、今後の見返り資金プロジェクトの実施予定としては、既に日本国政府の承認が下りてい

るプロジェクトが２つ計画されている。 

一つは「ルアンガ農民訓練センタープロジェクト」であり、過去に我が国の無償資金協力にて

実施した「カウンガ地区農村開発計画（1987 年度）」で建設された実験農場において、農民に農

業訓練を実施するために、宿泊施設を増築する計画である。これによりルアンガ郡内遠隔地の小

規模農家に対する適切な栽培法等の指導が可能となり、農家の持続的な営農を支援することが期

待される。プロジェクトの具体的内容としては、台所・居間等を含む宿泊棟の増築のほか、太陽

光発電機材、訓練用機材、灌漑資材、農業普及員の巡回用オートバイ、通信機材等で構成されて

おり、事業費総額は ZK663,834,000（約 1,500 万円）である。 

もう一つの案件は「北部州孤立地域参加型農村開発計画」で、現在実施中の我が国の技術協力

積み立て義務額 
予算年度 E/N 日付 E/N 金額 

（日本円） FOB 価格 義務額 
（日本円） 

レート 
ZK 対円 

義務額 
（現地通貨） 

積み立て額 

1981－90 ― 10,937,000,000 ― ― ― ― 詳細不明 

1991 1991/07/18 900,000,000 466,504,800 311,003,200 0.49 152,391,568 同上 

1992-1 1992/06/04 900,000,000 456,815,250 304,543,500 1.28 389,815,680 同上 

1992-2 1992/03/18 300,000,000 153,624,000 102,416,000 4.03 412,736,480 同上 

1993 1993/05/26 1,200,000,000 614,525,600 409,683,733 4.77 1,954,191,408 同上 

1994 1994/09/27 1,000,000,000 594,415,994 396,277,329 6.75 2,674,871,973 同上 

1995 1995/08/15 800,000,000 535,580,123 357,053,416 9.89 3,531,258,278 4,759,584,114.37 

1996 1997/03/25 800,000,000 400,576,800 267,051,200 10.56 2,820,060,672 6,845,200,200.99 

合計 2,370,000,000 3,222,042,567 2,148,028,378 ― 11,935,326,059 11,604,784,315.36 
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プロジェクト「孤立地域参加型農村開発計画 2002-07（第 2 期 07-09）」の活動を北部州に拡張す

るものである。具体的には北部州で孤立地域と呼ばれるルゥイング及びムポロコソ郡の 2 郡で農

業を営む小規模農家に対し、住民参加型の村落開発手法と持続的農業技術を導入し、同地域の貧

困を削減することを目的とするものである。見返り資金プロジェクトの内容としては、第一に、

巡回指導用の四輪駆動車、オートバイ、自転車に加え、事務処理用のパソコン、コピー機の調達

などである。また、2 年間のプロジェクト活動に必要な役務（2 郡の郡事務所運営、普及員訓練、

普及員再訓練、プロジェクト事務所運営）の調達を併せて行なう。プロジェクトの事業費総額は

ZK33,688,300,000（約 7,500 万円）である。 

これら二つのプロジェクトは、いずれも、小規模農民を裨益対象としており、農村開発を通じ

貧困対策を支援するものである。また、我が国が展開している技術協力を補完・強化するもので

あるため、早期の実施が望まれている。これらの実施に必要な資金は約 40 億ザンビアクワチャ（約

8,000 万円）であるが、これを使用しても、76 億ザンビアクワチャ（約 1 億 7 千万円）の資金が

残るため、順次優良案件を選定し、見返り資金をタイムリーに有効活用することが望まれる。 

なお、「ザ」国では過去においても 2KR の見返り資金は、農業開発分野限定で活用されている。

実施機関関係者によると、今後もこの方針は変らぬとのことであり、農業・協同組合省にて候補

案件を選定し、財務・国家計画省の承認を経て、在ザンビア日本国大使館へ使途申請することに

なっている。 

  

4) 外部監査体制 

調査団は、2KR 実施の新たな前提条件の一つとして、見返り資金の積立口座の入出金状況に関

し外部監査の導入が義務付けられることを「ザ」国側に説明し、先方は外部監査導入に同意した。

見返り資金の管理を所掌する財務・国家計画省が、過去の見返り資金の管理および説明が不十分

であったことを受け、1996 年度の 2KR に関し、その実施に係る詳細な監査レポートの作成を民間

の外部監査法人に対して委託し、財務省および日本大使館に提出した実績があり、外部監査に関

しては既に経験を有している。 

なお、外部監査に係る費用については、見返り資金を利用することも検討している。 

 
(５) モニタリング評価体制 

過去に実施した 2KR で調達された資機材に関しては、配布・利用状況につき十分なモニタリン

グや評価は行われていなかった。例えば、1996 年度 2KR の調達品目は肥料であったが、到着後、

入札により民間の肥料取り扱い業者へ販売したため、資金の回収は順調であったが、末端への販

売も民間の裁量に委ねられ、配布先及び配布後の使用状況についてのフォローはほとんどなされ

なかった。これに対し、現在実施されている FSP は末端のエンドユーザーが事前に明確に決定さ

れるシステムであるため、配布、使用状況、使用後の収量等の実績、資金回収等のモニタリング・

評価は比較的容易である。 

モニタリング・評価に関しては、FSP 肥料の配布・使用状況や技術問題などの末端レベルの情

報が普及員によって収集され、これが地域レベルの責任者である地域農業調整員に報告される。

この収集された末端レベルの情報が地域レベル情報として分析され、農業･協同組合省の州レベル

の責任者である州農業調整員に報告される。さらに、そこで州レベルの実施状況等の詳細が取り

纏められた後、農業・協同組合省本省に報告がなされる仕組みとなっている。 

本件が実施された場合も上記 FSP の実施手順に沿って行われ、対象地域も特定されていること
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から、モニタリング・評価は適切に行われるものと思われる。 

 

(６) ステークホルダーの参加 

既に述べたように本件は、FSP のシステム・実施手順に従い実施される計画である。FSP はエン

ドユーザーである農民が所属する協同組合、若しくは、農民組合を通じて実施される仕組みであ

り、各組合内部で肥料の配布割当量や対象作物等に関し、購入の条件等について十分な説明がな

される。また、2KR に関する情報については、対象となる地域の DACO（地域農業調整員）が議長

を務める地域農業委員会で年度毎のプログラムの詳細について説明が行われることになっている。

したがって、2KR の対象地域へ配布される肥料については、日本の援助により調達された旨、明

確に説明がなされる予定である。なお、地域農業委員会の構成メンバーは DACO、各農業組合の長、

肥料取り扱い業者、農業普及員等で構成されている。したがって、FSP のプログラム自体が関係

のステークホルダーをほぼ網羅しているため、エンドユーザーである農民を含め、ステークホル

ダーと思われる関係者・関係機関から、直接、間接を問わず、意見や要望の聴取が常時行なわれ

るシステムと言える。 

 

(７) 広報 

「ザ」国に対する 2KR は 1996 年度を最後に現在まで中断されていることから、この間において

は我が国の 2KR 支援に関する広報活動は行なわれていなかった。しかし、先方の説明によれば、

我が国が行なった過去の 2KR 支援の際には、案件の E/N 署名時に新聞等のメディアを通じた広報

が行なわれ、調達資機材の到着時には両国関係者が出席して、引渡し式が実施されていたとのこ

とである。 

今回の現地調査において、本案件が採択され実現の運びとなった際にはどのような広報が可能

かと先方に確認したところ、引渡し式等の実施を新聞、ラジオ、テレビ等のメディアを通して周

知するなどして 2KR 援助の広報を行う旨確約を得た。また、対象地域のエンドユーザーには、DAC

等の会合を通じて、事前に幅広く、日本国政府の 2KR 援助により調達された肥料が配布される予

定である旨、広報を行うとのことであった。 

 

(８) その他（新供与条件等について） 

前章で既に触れたが、本件調査団は「貧困農民支援」にかかる新供与条件である、①見返り資

金の外部監査の導入と見返り資金の小農・貧農支援への優先使用、②四半期ごとの連絡協議会の

開催、③現地ステークホルダーの参加機会の確保を説明し、これらの条件を「ザ」国側が受け入

れることを確認した。 
また、調査団は調達にかかる調達代理方式の導入についても「ザ」国側に説明し、この導入に

ついての「ザ」国側の了解を取り付けた。 
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第 5 章  結論と課題 
 

5－1 結論 

 「ザ」国に対する 2KR は、1996 年を最後に中断されている。この中断の最大の理由は、1996
年に実施された大統領選挙の手続きに端を発した問題に対し、各国ドナーが二国間援助を凍結し

たことに呼応したものであった。これに加え、「ザ」国における 2KR の実施においては、調達資機

材の配布先が不透明であり、調達資機材をクレジットで販売したため、販売代金の回収が出来ず、

十分な見返り資金の積み立てが行なわれなかったことも挙げられる。更に、見返り資金の積立に

おいて KR と区別されず積み立てられ、見返り資金の管理が杜撰であったことなど、2KR の実施体

制が確立されていなかったことも理由となっている。 
この状況を受け、1998 年に実施された現地調査において、2KR 再開の条件として①2KR と国家

農業開発計画および構造調整計画等との整合性、②資機材の配布および見返り資金積み立ての公

平性および透明性を確保するための実施体制、③過去の 2KR における見返り資金の実績、といっ

た課題の解決がザンビア側との間で確認された。 

2005 年に提出された新規要請によれば、こうした課題は 2002 年から開始された肥料支援プロ

グラム（FSP）によって解決が進んでいると報告されているが、本調査においても、第４章の「案

件概要」で詳細分析したとおり、2KR 再開のための条件は概ね満たされ、資機材の配布や見返り

資金の積み立ての体制も整っていることが確認された。 

特にザンビア政府が進める FSP の一部を支援する本件の実施によって、小規模農家の農業資機

材へのアクセス向上等が期待される。このように本件の実施は、直接的な裨益者である小規模農

民の農業生産の向上および生計向上をはかると同時に、ザンビア政府が進める FSP を通じた農業

サービスの自由化に向けた政策支援の意味を持ち、2KR 再開の条件の一つである政策面での整合

性も保っていることから、要請内容は妥当であると考えられる。 

 

5-2 課題・提言 

「ザ」国への貧困農民支援を効率的かつ有効に実施するために、以下の点を提言する。 
(１) 調達のタイミングについて 

本件の対象作物であるトウモロコシの栽培は、灌漑施設を持たない大部分の小規模農家におい

て、年一回の雨期に合わせた作付けのみが可能となっている。このトウモロコシの増産を図るた

めには、適期に施肥することが生産量向上の決定的要因となる。仮に、肥料が作付けのタイミン

グに間に合わなかった場合、年一回の収穫に重大な影響を与えることになりかねない。このため、

肥料供給に当たっては、肥料到着時期が重要である。すなわち、雨期（例年 11 月頃）に入る前に

肥料がエンドユーザーである農民の手元に届いている必要がある。 

通常の FSP 実施スケジュールでは、肥料配布の拠点となる州レベルの中央倉庫への肥料の到着

は遅くとも７月から８月頃が望ましいとされている。この点を考慮すると、本件（2KR）の実施が

決定された場合、到着の時期から逆算して十分余裕を持たせたスケジュールで入札等、一連の調

達手続きを進める必要がある。本件において要請されている肥料については、FSP の通常の調達

手続き（国内調達も含む国内での競争入札）とは異なり、国際競争入札にて実施されるため、若

干の時間的余裕も考慮しつつ、援助する日本側および被援助国である「ザ」国側もこの点に十分

留意して、スムーズに必要な手続きを行うことが望まれる。 

 また、「ザ」国へ貧困農民支援の実施の可否及びその時期は、「ザ」国政府の予算措置に関係し
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てくるため、「ザ」国政府へ早急に通達をする必要があることも留意しなければならない。 

 
(２) 肥料の調達先について 

今回実施した現地調査において、要請品目の一つである化成肥料 D コンパウンドは「ザ」国の

土壌に適した肥料として、同国内にて年間約 2 万トン生産されている。しかしながら、その生産

量は「ザ」国内の需要量（約 10 万トン）を満たしておらず、不足分は海外からの輸入に頼ってい

るのが現状である。このようなことから、要請の本肥料を本件「貧困農民支援」にて調達するこ

とは妥当と判断される。 
他方、「ザ」国の民間肥料会社や海外ドナー、在ザンビア日本国大使館や JICA ザンビア事務所

からは、国内産業の育成や雇用創出などの観点から、同国内で生産された安価な肥料も調達の対

象とすべきではないかとの意見もあった。 
そもそも、本件「貧困農民支援」の前進である「食糧増産援助」においては、外貨支援を特徴

の一つとしており、被援助国における製品の調達が不可能であったことから、本件においても制

度上、その調達が不可能となっている。確かに、前述の意見もある程度の理解は出来るものの、

同国産肥料を調達の対象とするには、制度上の制約に加え、これまでに同国産の肥料を調達した

実績は無いことから、調達の数量及びスケジュール等において信頼性が担保できない、などの課

題がある。 
 

(３) 貧困農民支援について 

「ザ」国で現在実施中の FSP は小規模農家を対象としているが、実際には小規模農家でも現金

を支払うことができる一部の比較的裕福な農家が裨益しているのみで、真に貧困農民支援といえ

るのか疑問だとの批判が一部ドナーや NGO の間で存在する。「ザ」国ではコミュニティ開発省管轄

下で、NGO の PAM が貧困農民対策として Food Security Pack という肥料と種子を組み合わせた農

業投入財のパッケージ供与と技術協力を行う活動を FSP の肥料購入が困難な極貧農民を対象に無

償で行っている。この援助プログラムの裨益者は FSP 裨益者よりはるかに少ないという現状から、

貧困農民支援というのであれば、こちらに対する援助を優先すべきではないかとの意見も聞かれ

た。 

FSP が 50％の補助金付政策、すなわち半額は受益者負担（自助努力）であり、小規模農家の肥

料へのアクセスを容易にし、肥料の普及を促進することによる食糧増産ひいては食糧安全保障の

確保にも寄与するとともに、販売代金が見返り資金として積み立てられ、主として貧困農民の支

援を目的に活用されるという利点がある。しかしながら、貧困農民支援という名称としての響き

が底辺の極貧農民を対象とするかのような印象を与えていることは否めない。 

これらのことから、本援助が対象とする農民をどのレベルに焦点を当てるかを含め、目的、目

標、期待される援助効果等につき、対外的にも説明が明確にできるように整理・検討することも

必要と思われる。 

 
(４) 2KR の連続供与の可能性について 

 ここ数年 2KR の予算上の制約等もあり、一部の例外を除き同一国に対しては隔年若しくは数年

に一度の実施となっているが、援助効率の観点から、供与額を分けてでも連年供与した方が効果

的であるとの意見が、援助の現場で実際の作業を実施している JICA ザンビア事務所から出された。 

「ザ」国に対する 2KR 援助は同国で実施中の FSP を通して、配布、販売、資金回収が行われる
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が、FSP は毎年連続して実施されるプログラム援助であり、2KR が数年に一度の実施であると計画

が立てにくく、また、体制整備等の対応もしにくいとの意見である。 

また、「ザ」国ではドナー間の援助協調が進められている中、援助の予測性が重要視されてきて

おり、数年に一度の単発的援助がこの流れにそぐわないものとなってきていることから、現場に

おける他ドナーに対する説明等に窮するということが背景にある。 

これらの「ザ」国における援助事情等の背景や援助の効率性、インパクト等を考慮しつつ、供

与品目の内容や被援助国の実情に応じ、最善の援助形態を検討することも必要と思われる。 

 
(５) 見返り資金の活用について 

前章で述べたが、同国の通貨ザンビアクワチャは変動相場制を採用しており、外国通貨に対し

その下落幅は劇的なものがある。この点を考慮すれば、見返り資金は、積立後早期に活用するこ

とが望ましい。また、貧困農民支援の名称にて実施される援助スキームであることを考えると、

人間の安全保障の観点から、極貧農民への協力として、Food Security Pack 等への支援に活用す

ることも検討に値するものと思われる。 
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